


















ラ ンダム効 用理論 に よる
交通 便 益 の定義 とその計測 に関す る研究
平成4年5月
大 野 栄 治

序現在、 わが国の社 会構造 はモー タ リゼー シ ョンに よって支 えられてお り、 交通
施設整備 等の公共事 業 は地域社会 の発展 の重要 な役割 を担って いる。 しか し、 地
域社 会の発展 は人 々の立地需要 を増大 させ、 市場 メカニズム を通 じて地 価高 騰 を
招 き、 ひいて は公共 事業 にお いて慢性 的な財源 不足 を生み出 し、 その結 果、 新 た
な事 業の実現 が困難 になって いる場合 が しば しばあ る。 この ような社 会問題 は、
外部 経済効果 に伴 う資産価値上昇 分(開 発利益)を 事業者 に還 元する ことによっ
て解 決 されるもの と考 え られる。
この ような開発 利益還元 方策を具体 化 させるため には 当該事業 による開発利 益
の受益者,受 益地域,受 益規模 を特定す る必要 があ る。 そこで、 本研究では、 そ
れ らを推定す るため の交通便 益計測 モデルをラ ンダム効用理論 お よび多地域一般
均衡理論 に基づい て構 築 した。 この種 の研 究は厚生経済 学の分 野 にお いて蓄積 さ
れて きたが、 これまでの便 益の定義 お よび その計測 モデ ルのほ とんどが確定効用
に基づ いてい たため、 経済主体 における価 値観 の多様性 や不完全情報下 での行動
が考慮 されて いなかっ た。 したが って、 そ れらを考慮 したラ ンダム効用理論 によ
るアブ ローチ は新 しい試みで ある。 また、 本 モデル より、 経済主体 問の交通便 益
の発生→ 帰着構造 を明示 し、 交通 プロ ジェク トの社 会的効率性 ・公平性 の判 定 お
よび費 用負担 問題 を考 える上 で重要 な示唆 を与 える ような帰着便 益連 関表を誘導
した。 さ らに、 交通 プロジェク トの社 会的純便 益が交通市場 の情 報(交 通サ ービ
ス レベルや交 通需要量 の変化)の み よ り近似 的 に計測で きる ことを示 したため、
迅速 かっ効率 的 に交通便益計 測を行 うこ とがで きる ようになった。
本研究 の成 果が、 今 後の交 通プ ロジェク ト評 価手法 な らび に開発利益還 元手 法
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第 ■ 章 序 論
1-1本 研 究の 目的 と概要
大都市 圏を中心 とす る地価高騰 は、 社会 基盤 整備 等の公共事業 にお いて慢性 的
な財 源不足 を生み出 し、 事業の実現 を困難 に してい る。 この ような 「現代の社会
問題 」は外部経済 効果 に伴 う便益(特 に資産価 値上昇 に伴 う開発利 益)を 事業者
に還 元す るこ とに よって解決 されるもの と考 え られ、 この問題 に対 して開発利益
還元 方策 の適用 が期待 され る[伊 東(1987),Hayashi(1989),芝原(1991)]。こ こ
で、 開発利益還 元方策 を具体化 させるため には、
① 開発利益 の概 念(→ 何 を開発利益 とす るのか)
② 〃 発 生時 点
③ 〃 受益者,受 益地域,受 益規模
等を 明確 に捉 える必要 があるが、 現在、 これに十分対応で きる技術(モ デル)が
完成 していないため、 一部の事業(下 水道事 業,土 地区画整理事 業等)を 除 き、
効 果 的な開発利 益還元 システムは確立 されてい ない。 そ こで、 本研 究で は、 現在
の 日本社会 において急務 とされる交通施設 整備 のプ ロジェク トを取 り上 げ、 そ し
て上記③ の問題 に焦点 を当て、 交 通プロジ ェク トに対す る開発利 益の受益者,受
益地 域,受 益規模 の特定化が できるような交通便益計測 モデルを構築す るこ とを
目的 とす る。 なお、 上記①の 問題 につ いては、 交通 プロジェク ト有無 に よる社 会
経 済状態(具 体 的 には経済主体 の効用)の 差を貨幣換算 したもの と し、 上記 ②の
問題 にっ いては、 交通施設完成後 に発生 した利益 に限定 する。 また、 この ような
便 益計測 モデルの完成 によ り、 従来 の費用 便益分析 では扱 えなか ったプ ロジェク
トの社会的公平性 の評価 も可能 になる[従 来で は社 会的効率 性の評価 のみで あっ
た]。
本 研究の 目的を達成 するためには、 モデ ル構 築に際 し、
① 交通 プロジェ ク トの直接効果 のみな らず波 及効 果を も分析 でき るように、 交
通便益計測 モデ ルは多地域一 般均 衡理論の フ レームで構築 され た社 会経 済 モ
デル と整合 して いるこ と
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② 厚 生経 済学の分野 で便益 計測手法 と して確立 されている等価的 偏差の概念 を
応用 でき るように、 社 会経 済 モデ ルお よび これ と整合 した交通 便益計測 モデ
ルは効用理 論 に基 づいてい ること
③ 経済 主体 にお ける価値観 の多様性や不完 全情報下 での行動を反 映で きる よ う
に、 社 会経 済 モデルおよび これと整合 した交通便益計測 モデ ルは ランダム効
用理 論に基づ いている こと
の3項 目を考慮 す る必要 がある。 特 に項 目③ にっいて は、 モデル の実用 性 という
観 点 において考 慮すべ き問題 であ ると考 え られ るが、 経済 学の分野 で確立 されて
い る便益 の定 義お よび その計測 モデルの ほ とん どが確定効用 に基づ き、 この よう
な経済主体 行動の ランダム性 を考慮 していない。 そ こで、 本 研究 では、[ラ ンダ
ム効用理 論お よび 多地域 一般均 衡理論 に基 づ く社会経済 モデ ルの構 築]→[等 価
的偏差 の概 念の ランダム効用 への適用 による便益定義 の提 案]→[便 益計測 モデ
ルの構築]の 手順 でラ ンダム効 用理論 による交通便益計測 モ デルを構築す る。 さ
らに、 本 モデル よ り、 経済 主体 間 の交通便 益の発生→帰 着構 造 を明示 し、 交通 プ
ロ ジェク トの社 会 的効 率性 ・公平性の判定 お よび費用負担 問題 を考 え る上で重要
な示唆 を与え るような帰着便 益連 関表 を誘 導す る。
本研究 では、 交通 プ ロジェク トによる便 益(効 果)の 計測 方法 を議論す るが、
そ れに先立って効果 の発生過程 お よび種類 につ いて言及 して お く。 まず、 交 通プ
ロジェク トが実施 され ると、 交通 市場 のサー ビス レベルが変 化 し、 これによって
利用者(世 帯,企 業,地 主)の 利潤 お よび効用,さ らに各種 需給 量が 変化す る。
そ して、 各市場 にお ける需給バ ラ ンスが崩 れ、 これ に伴 って各経済主体 の利 潤 お
よび効用 が再び変 化 し、 やが て各 市場 にお いて新たな均衡状 態 に移 る。 この とき、
企業利 潤 は雇用者 お よび株主 に配 分され るため、 その変化 は世帯(お よび地 主)
の効用 の変化 に帰 着す る。 したがって、 交通 プ ロジェク トの効果 は、 図1.1.1に示
す よ うな社会経済 フ レームを通 じて、 社会 を構 成す る個 人(世 帯 お よび地主)の
効用 の増加 とい う形 で帰着す る[森 杉(1989)]。本研 究では、 この メカニズムの
モデル化 によって交通便益計測 モデル を構 築す る。
一方、 交通 プ ロジェク トに よる効果 は、 他 の公共 プロ ジェク トと同様 に、
・事業効果 …事 業期 間中に発生 する効果
・施設効 果…施設 完 了後 に発生 する効 果
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か らな るが、 本研 究では後 者を対象 とする。 さ らに施設効果 は、
・直接効果 …直接 当該市場(こ こでは交通市場)に 及 ぶ効 果
・波 及効果 …市場 メ カニズムを経由 して他 の市場 に及 ぶ効 果(貨 幣的 外部効 果
とも呼 ばれる)
・外部効果 …市場 メカニズム を経由 しないで他 の市場 に及 ぶ効 果(技 術的 外部
効 果 とも呼ば れる)
に分 類 される。






図1.1.1社 会 経 済 フ レー ム
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1-2便 益計測 に関す る既往 の研究
便 益 計 測 に関 す る 研 究 は厚 生 経 済学 の 分 野 に お い て 蓄 積 さ れ、 そ の 歴 史 は19世
紀 に始 ま る。Ricardo(1829)がイ ギ リス で 穀 物 条 例 の効 果 を 分 析 す る た め に 経 済 的
レ ン トの 概 念 を導 入 したの が 始 ま りで、 続 い てDupuit(1844)がフ ラ ン ス で 架 橋 の
効 果 を 分 析 す る た め に消 費 者 余 剰 の概 念 を 導 入 した[Just,HuethandSchmitz
(1982)]。経 済 的 レ ン トと は、 そ の供 給 が 完 全 に非 弾 力 的 で あ る要 素 に対 す る収
益 の こ と であ り、 また 消 費 者 余 剰 とは、 総 消 費 者 効 用 と総 市 場 価 格 との ギ ャ ッ プ
の こ とで あ る。 そ して、 プ ロ ジ ェ ク トに よ っ て消 費 者余 剰(お よ び 生 産 者 余 剰)
が 変 化 す る と、 そ れ らの 変 化 分 が プ ロ ジェ ク トの社 会 的 便 益 で あ る と した。 こ れ
らの概 念 は、Marshal1(1930)によ っ て さ ら に展 開 さ れ、 そ の 後 の 厚 生 経 済 学 研 究
の 基 礎 を形 成 した。 こ こで、Marshall等の 研 究 内容 は 「旧 」厚 生 経 済 学 に分 類 さ
れ、 「新 」厚 生 経 済 学 とは 区別 さ れ た。 旧 厚 生 経 済 学 の 特 徴 は、 社 会 的便 益 を計
測 す る際 に部 分 均 衡 分 析 手 法 が用 い られ て お り、 他 の 市 場 の 効 果 は 無 視 され て い
る こ と に あ る。
新 厚 生 経 済 学 の 学 者 達 は、 こ の よう な 旧厚 生 経 済 学 の 原 理 を い くっ か の 観 点か
ら批 判 した。 例 え ば、Samuelson(1942)は、 「消費 者 余 剰 が 効 用 に対 す る唯 一 の貨
幣 尺 度 で は な い た め、 旧厚 生 経 済 学 に お け る厚 生 の 尺 度(消 費者 余 剰)は 適 当 で
は な い 」 と批 判 し た。Pareto(1896)は、 「社 会 の厚 生 が 向 上 した と判 断 で き る の
は、 何 人 か の効 用 が 良 くな り、 どの 人 の 効 用 も 悪 く な らな い と き で あ る。 旧厚 生
経 済 学 に お け る社 会 的 便 益 は、 この こ と を チ ェ ッ ク で き な い ため、 プ ロ ジ ェ ク ト
実 施 の判 断基 準 と して適 当 で は な い 」 と説 い た。 この とき提 案 さ れ た 判 断基 準 は
Pareto基準 と して 知 られ て い る。 ま た、Kaldor(1939)とHicks(1939)は、 「す べ て
の 厚 生 の 向 上 は 財 あ る い は所 得 の 再 分 配 に よ る厚 生 の 向 上 に 置 き 換 え る こ とが で
き る 」と述 べ、 新 た な 補償 基 準 を導 入 した。 こ れ に 基 づ き、Hicks(1943)は、 「厚
生 の 代 替 的統 一 尺 度 は 支 払 意 思 額 で解 釈 さ れ る 」 と説 い た。 こ の よ う な 評 価 理 論
は、 等 価 的 偏 差EV(EquivalentVariation)ある い は 補 償 的偏 差CV(Compen
satingVariati。n)の概 念 に発 展 した。EVと は、 経 済 的 変 化 が あ る 場 合 の 効 用
レベ ル を 維 持 す る と い う条 件 で、 そ の 変 化 を諦 め る た め の 受 取 必 要 額 の こ と で あ
り、 ま たCVと は、 経 済 的 変 化 が な い 場 合 の 効 用 レベ ル を維 持 す る と い う条 件 で、
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そ の 変 化 を得 る た め の 支払 意 思額 の こ とで あ る。 した が っ て、EVお よ びcvは
所 得 の 単 位 で あ り、 どの よ う な状 況(個 人,市 場 等)で も唯 一 の 貨 幣 尺 度 で あ る
た め、 消 費 者 余 剰 に対 す るSamuelsonの批 判 を受 け な い。
こ の よ うな 厚 生 経 済 学 に お ける 便 益 計 測 手 法 の 発 展 を 引 き 継 い で、Smalland
E。sen(1981),佐々木(1984),安藤(1984),Kanemoし。andHera(1985),Piggo耽
andWhalley(1985),Morisugi(1986),吉田 ・森 杉(1986),森杉 ・林 山 ・小 島(19
86),Echenique(1987)は一 般 均 衡 分 析 手 法 を用 い た プ ロ ジェ ク ト評 価 手 法 を 提 案
した。 この 分 析 手 法 は、 市 場 均 衡 条件 の 変 化 に よ る個 人 の効 用 の 変 化 分 に対 して
EVあ る い はCVの 概 念 を 適 用 す る こ と に よ りプ ロ ジ ェ ク ト便 益 を計 測 す る 方 法
で あ る が、 こ の理 論 を 実 際 の プ ロ ジ ェ ク ト評 価 に適 用 す る際 に は、 効 用 関 数 お よ
び 生 産 関数 を 知 る こ とや 一 般 均 衡 式(通 常 は非 線形 連 立 方程 式)を 解 く とい っ た
困 難 さ が あ る。
便 益 計 測 に 対 す る他 の ア プ ロ ー チ と して は、 例 え ば肥 田野 ・中村 ・荒 津 ・長 沢
(1986)による 資 産 価 値 法、 宮 城 ・渡部 ・加 藤(1983),宮城 ・加 藤(1984),林・土
井(1988),林・土 井 ・奥 田(1989)によ る共 役 双 対 法 が あ る。 資産 価 値 法 は、 プ ロ
ジ ェ ク トに よ る効 果 が 帰 着 す る資 産 価 値 に着 目 し、 そ の 変化 分 に よ り便 益 を 計 測
す る と い う方 法 で あ る が、 こ れが 可能 とな る条 件 と して、 当 該 地 域 がsmal1-。pen
で あ る こ とを必 要 とす る。 ま た、 共 役 双 対 法 は、 市 場均 衡 条 件 を解 とす る よ う な
数 理 最 適 化 問 題 に 置 き 換 え て 便 益 を定 義 ・計 測 しよ う とす る 方法 で あ る が、 線 形
効 用 関 数 を用 い る こ とが 多 い た め に、R。y'sIdentity[Varian(1984)]を用 い て
導 き 出 さ れ る種 々 の 需 要 関 数 が理 論 的 に妥 当な 性 質 を有 す る とは 限 らな い[す な
わ ち、 価 格 に っ い て 線 形 で あ る 間 接効 用 関 数 は、 価 格 の 影 響 を受 け な い 需要 関 数
を 与 え る]。
本 研 究 で構 築 す る便 益計 測 モ デ ルは、 上 述 の 一般 均 衡 分 析 手 法 の モ デ ル に分 類
され る が、 シ ョー トカ ッ ト法 を 採 用 して い る と ころ に特 徴 が あ る。 シ ョー トカ ッ
ト法 とは、 あ る プ ロ ジ ェ ク トの 総 便 益 を計 測 す る際 に1市 場 の情 報 の み を 必 要 と
す る 方 法 で あ り、 例 え ば交 通 プ ロ ジ ェ ク トの 便 益 計 測 に お い て は、 そ の 効 果 が 直
接 現 わ れ る交 通 市 場 か ら得 ら れ る情 報(す な わ ち 交 通 サ ー ビ ス レ ベ ル や 交 通 需 要
量 の 変 化)の み を 知 れ ば よ く、 他 の 市 場 の 情 報 や 人 々 の 効 用 関 数 を 知 る必 要 が な
い。 これ よ り、 本 モ デ ル は従 来 の 一 般 均 衡 分 析 手 法 が 抱 え る 「運 用 の 困 難 さ 」を
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解 決 して い る。
しか し、Boadway(1975),Lesoume(1975),Wheaton(1977)は、Alonsoタイ プの
monocentric-closed都市 モデ ル を 用 い て 次 の こ とを 示 した。 す な わ ち、 小 規 模 な
交 通 改 善 の 場 合 に は、 社 会 的 純 便 益 を[Σ(世 帯 の 効 用 関 数)/(所 得 に 関 す る 限 界
効 用)]で 定 義 す る こ と に よ り間接 便 益 が キ ャ ン セ ル さ れ、 ま た、 そ の社 会 的 便 益
を[(初 期 交 通 量)×(単 位 ト リ ップ 当 りの 交 通 費 用 節約)]で 計 測 で き る こ とを 示
した。 ま た、KanemotoandMera(1985)は、 た とえ 大規 模 な 交 通 改 善 の場 合 で も、
社 会 的純 便 益 がMD(Marshall-Dupuit)で定 義 さ れ る な らば 社 会 的 便 益 は 交 通 需 要
関 数 だ けの 消 費 者 余 剰 で計 測 さ れ、EVやCVで 定 義 さ れ る 場合 は そ の 限 りで は
な い こ と を示 した。 明 らか に、Kanemot。andHeraの理 論 の 問題 点 は 社 会 的 純 便 益
の 定 義 に あ る。 まず、 そ の定 義 はMDの 積 分 経 路依 存 性 に悩 ま さ れ、 さ らに 費 用
便 益 分 析 の 最 終 目的 と い わ れ て い るKaldor-Hicksの補 償 基 準 と一 致 しな い。 本 研
究 で は、Gorman型効 用 関数 にEVの 定 義 を適 用 す る こ と に よ り、 シ ョー トカ ッ ト
法 が 一 般 規 模 の 交 通 改 善 に よ る 便 益 を 計 測 す る の に適 して い る こ とを 示 す。
一 方、PinesandWeiss(1982),佐々 木(1984)は、Wheat。nの手 法 を 交 通 費 用 変
化 以 外 の 交 通 改善 の評 価 に に 適 用 で き な い こ と を示 した。 あ る プ ロ ジ ェ ク トが 交
通 費 用 だ け で な く交 通 時 間 を も減 少 させ る な ら ば、 時 間 節 約 も ま た 交 通 需 要 を変
化 さ せ る の で、 プ ロ ジ ェ ク トに よ る便 益 は[(初 期 交 通 量)×(単 位 トリ ップ 当 りの
交 通 費 用 節約)]に は等 し くな らな い。 ま た、 貝 山(1988)は、Al。nso-Wheatonモデ
ル を2都 市 モ デ ル に拡 張 し、 都 市 間 に人 口 移 動 が あ る 場 合 に は 社 会 的 便 益 が 直 接
便 益 の み で 計 測 で き る とは 限 らな い こ とを 示 した。 しか し、 本 研 究 で は、 前 述 の
よ う な シ ョー トカ ッ ト法 の 利 便 性 を考 慮 し、 交 通 市 場 の 情 報 の み を必 要 とす る便
益 計 測 モ デ ル を提 案 す る。 本 モ デ ル は 多 地 域 一 般 均 衡 理 論 の 枠 組 み で構 築 さ れ る
の で、 こ れ に よ っ て 計 測 さ れ る便 益 に は す べ て の 波 及 効 果 が 含 ま れ て い る。
本 研 究 の も う一 つ の 特 徴 は、 上 述 の(総)便 益 計 測 モ デ ル を展 開 す る こ と に よ
っ て 地 域 別 ・部 門 別 ・項 目別 帰 着 便 益 の 項 を導 き出 し、 各 項 を一 覧 表 に ま とめ、
帰 着 便 益 連 関 表 と して提 案 して い る と こ ろ に あ る。 こ の 帰 着 便 益 連 関 表 を用 い る
こ と に よ り、 便 益 の 発 生→ 帰 着 構 造 が 一 目 で わ か り、 開 発 利 益 の 受 益 者,受 益 地
域,受 益 規 模 の 特 定 化 が 容 易 に な る。
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1-3本 論 文の構 成
本 論文 は序 論(第1章)と 結論(第6章)を 除 く4章 で構成 され(図1.3.1)、
各 章の概要 は以下の とお りである。
第2章 では、 交通 プロジェク トに よる社 会経済の変化 を捉 える ため に、 社 会経
済モデ ルを構 築す る。 本モデルの特徴 は、 交通 プロジェ ク トの直接効果 および波
及効果 を捉 え ることができる ように、社 会経済活動(世 帯,私 企業,不 在地 主,
交通企 業,政 府の各活 動)を 多地 域一般 均衡理論 のフ レームで捉えて いるこ と、
また厚 生経済 学の分野 で便 益計 測手法 と して確立 されて いる等価的偏差 の概 念 を
応用 で きるように、 消費者 行動を効用 理論 に基づ いて捉 えてい ることにある。 特
に世帯 と私企 業の行 動 については、 主体者の価値観 の多様性や不完全情 報下 での
行動 を考 慮 して、 ラ ンダム効 用理 論 に基づ いて モデル化 す る。 また、 社 会経 済 モ
デ ル(土 地利 用 モデル)の 開発 に関す る最近 のテーマ と して モデ ルの動 学化 が注
目されて いるが、 本研究では社会経済モデ ルに基づ いて便益計測 モデルを構 築す
る関係 上、複 雑 なモデ ル構 造お よび難解な式展 開を避け るため、 ここで はモデ ル
の動 学化 を諦 める。
交通 プロジェク トに よる直接 ・波及 ・外部効果 は、1-1で述べ たよ うに、 図1.1
.1に示す ような社 会経済フ レーム を通 じて利用 者で ある個人(世 帯 お よび不在 地
主)の 効用の増加 とい う形で帰着す る。 そ こで、 第3章 では、 個 人の効用(ラ ン
ダム効 用)の 変化 に基づ いて交通 プロジェ ク トによる便 益を計測 す るために、 新
たに ランダム効用 理論 による交通便益定義 を提 案す る。 本定 義は交通 プ ロジ ェク
トに よる社会経済 変化予測 と便益計測 を整 合的 に行 うための準備 であ り、 したが
って、 本定義 に用 い る効用関数 は社 会経済 モデ ル(第2章)に 用 いた効 用関数 そ
のもの である。 一方、 交通便 益の基本的な考 え方 は、 前 述 したよ うに厚 生経済 学
の分 野で確立 され た等価的偏 差の概 念に基づ いてい る。
第4章 では、 社 会経済 モデ ル(第2章)お よび交 通便益定 義(第3章)に 基づ
いて交通便益 計測 モデ ルを構 築す る。 本モ デルへの入力デ ー タは交通 プロジ ェク
トに よる効果 が直接現 われる交通市場か ら得 られる情報 のみであ るため、 本 モデ
ルは交通便益 の シ ョー トカ ッ ト計測 を可能 にす る。 同時 に、 本モ デルを展開 し、
交通 プロジェ ク トによ る地域 別 ・部門別 ・項 目別の帰着 便益(す なわち プロジェ
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ク ト便益の波及構 造)を 明示 できるよ うな帰着 便益連関 表を構築 す る。 本表 は、
当該 プ ロジェク トの社会的効率性 ・公 平性の判定,プ ロジェ ク ト財 源 を確保す る
ため の開発利益還 元方法の検討,等 に有用で ある。
第5章 では、 本研究 で展開 した理論 のケー ス ・ス タデ ィ と して、 ここで構 築 し
た便 益計測モ デルを岐阜環状線建設 プ ロジ ェク トの便益計測 に適用 し、 本モデル
の実用性 ならび に当該 プロジェク トの妥 当性 を検討 す る。 また、 当該 プロジェ ク
トに関す る帰着便 益連関表(第2章)を 作成 し、 プ ロジェク ト費用 負担 のあ り方
等 にっい て考察 す る。
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社 会経 済 モデル
(第2章)
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第2章 交 通 プ ロ ジ ェ ク ト効 果 分 析
の た め の 社 会 経 済 モ デ ル
2-1緒 言
交通 プロジェ ク トに よる交通 条件の 向上は、 それ 自体(す なわち 直接効果)に
とどま らず、 生産性 の向上,所 得 の増 大等の波及効果、 また代替 ル ー トの混雑緩
和、 大気 汚染等の外部効果 をもた らす。 本研究 では、 この ような 直接 ・波 及 ・外
部効果 のすべて を捉 えて交通 プ ロジェ ク トによる便 益 とし、 その計測 モデル を構
築す る。 本研究で構 築する便 益計測モデル は、 この よ うに直接便益 のみな らず波
及使 益を も計測可能 な構造であ ることに加 えて、 経 済主体 にお ける価値 観の 多様
性や 不完全情報下 での行動を考慮 した構造 であるこ とも必要 な条件 と してい るの
で、 以下の項 目を考慮 した社 会経済モデ ル と整合 させれ ばよい。
① 交通 プロジェ ク トの 直接効果 のみ な らず 間接効 果(波 及効果)を も分析 でき
るように、 社 会経済活動 を多地域一般均衡 理論 の フ レー ムで捉 えて いる。
② 厚生経済 学の分野 で便益計測手法 として確立 されて いる等価 的偏差 の概 念を
応用 できる ように、 消費者行動 を効用理 論 に基づ いて捉 えてい る。
③ 特定 の消費 者行動(世 帯 と私企業 の行 動)に っ いては、 経済主体 におけ る価
値観 の多様性 や不 完全情報 下での行動を考慮 して、 ラ ンダム効用理 論に基づ
いて捉 えてい る。
そ こで、 本章 では便益計測 モデル を構 築す るための 準備 段階 として、 上記3項 目
を考慮 した社 会経済 モデルを構 築する。
Smith(1776),VonThunen(1826),Narshall(1946)等の先駆者 に よって都 市お よ
びそ の機 能に関す る研 究が展 開 されて きたが、 体系的理論 と しての都市 経済 学の
歴史 が始 まっ たの は、Wingo(1961)の土地市 場モデル,Niedercorn(1963)の人 口推
計モ デル,Al。nso(1964)の付 け値理論 のあた りか らであ るといわれてい る[青 山
(1984),匝llsandNijkamp(1987)]。その後、 都市経 済学 は図ills(1967),Huth
(1969),Beckmann(1969)と発展 して新 都市経済 学 と称 される ようにな り、1970年
代 に入って急速 に発展 した。 この発展 過程 にお ける理論研究 の大部分 は住宅立地
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お よび 業 務 立 地 を 中心 と した社 会 経 済 モ デ ル を 扱 っ て い る が[後 述 の レ ビュ ー 文
献 を 参 照]、 これ は そ の 背 景 に1940年代 か ら1950年代 に か け ての ア メ リカ に お け
る急 激 な 自動 車 普 及 が あ っ た ため であ る と考 え られ る。 す な わち、 図2・1・1に示 す
よ う な 図 式 に よ り、 自動 車 普 及 が 社 会 経 済 モ デ ル開 発 の1要 因 で あ る こ とが 説 明
さ れ る で あ ろ う。 現 在 まで に、 社 会経 済 モ デ ル 開 発 に対 して 様 々 な ア プ ロー チが
行 わ れ、 ま た こ の 多 様 な モデ ル の 開発 に対 して 数 多 くの レ ビ ュ ー が 行 わ れ て き た
[例 え ば、Batty(1967),Kilbridge(1969),吉川(1978),林・宮 本(1978),F。t
(1981),青山(1984),宮本 ・中 村 ・清 水(1984)]。最 近 で は、ISGLUTI(lnternat
ionalStudyGr。up。nLand-use/TransportInteraction)が日 欧 米 の モ デ ル の比
較 研 究 を行 っ て い る[Webster,BlyandPaulley(1988)]。
近 年 で は、 計 画 者 ・技 術 者 に よ っ て 交 通 施 設 整 備 等 の 社 会 経 済 へ の イ ンパ ク ト
分 析 を よ り正 確 に,か っ 多様 に 行 うこ とが 要 求 さ れ る よ う に な り、 モ デ ルの 精 緻
化 が 必 要 とさ れ て い る。 な お、 モ デ ル 開 発 の 試 み の1っ と して、 地 代 を 内生 変 数
と し、 多地 域 一 般 均 衡 分 析 の フ レー ム で 構 築 した住 宅 立 地 モ デ ル を2一補 に紹 介 し












土 地利用 への インパ ク ト
分 析の 必要 性
住宅 ・業 務立地 モ デル
の開発
11社会繍 モデルの酬1
図2.1.1自動車普 及 と社会経 済モデ ル開発 の因果関 係
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2-2社 会経 済 モ デ ル の フ レー ム ワ ー ク
2-2-1社 会経済 の仮定
後 の理 論展開 が複雑 になるのを避け、 簡単 な社 会経済 モデルを構築す るために
次 の ような仮定 をお く。
①社 会 は、 い くっかのゾー ンに分割 されてい る。 なお、 ゾー ン内 は均一空 間で
あ るもの とす る。
② 各 ゾーンの土地利用 は任意で ある。 す なわち、 居住用 お よび 業務用 の土地利
用が 混在 して いるもの とす る。
③ 社会 には、 世帯、 私企業、 不在地 主、 交通企業、 政府 の5部 門が存在 してい
るもの とす る。
④社会 には、 土地市場、 労働市場、 合成財 市場の3市 場 が存在 しているもの と
す る。
⑤ 世帯 お よび私企業 が土地 サー ビスを需要す るときは、 不在地 主 か ら土地 を賃
借 す る。 す なわち、 土地 の使用 について は賃貸借 契約 のみ と し、 売買契約 は
考 えな いもの とす る。
⑥社 会 は長期的均衡 状態にあ るもの とす る。
ここで、 上記⑤ の仮定 は、土 地便益 と交通便益 の単 位を統一 し、 便 益 をフローで
捉 え るため に設 け られ た仮定 で ある。
上記の諸仮定 に よ り社会経済 モデル は簡略化 され、 簡略化 モデルで は設定 外の
条件 にっ いて分析 で きない。 しか し、 交通価格 以外の価格 が市場 均衡 で決 ま る限
りにおい ては、 社 会 における部門数や市場数 が増加 して も、 その ような社 会経済
モデル よ り導 かれ る便益計測 モデ ルの 基本構 造[交 通市場 の情報(交 通サー ビス
レベルや交通 需要 量の変化)の みを必要 とする構造]は 変化 しない。
2-2-2フ レー ム ワ ー ク
本 章 で 構 築 す る社 会 経 済 モ デ ル の フ レー ム ワ ー ク は、 図2.2.1に示 す とお り で あ
る。 まず、2-2-1で述 ぺ た よ うに、 社 会 は5部 門(世 帯,私 企 業,不 在地 主,交 通
企 業,政 府)と3市 場(土 地 市 場,労 働 市 場,合 成 財 市 場)で 構 成 さ れ う。 ま た、
各 部 門 は次 の よ う に 行 動 す る もの と仮 定 す る。
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① 世帯 は、 時間制約 および所 得制約 の下 での効用 最大 化行動 を原 則 とする・ こ
の 立地選 択行動(住 み替 え行動)は 、 ラ ンダム効用理 論 に基 づ き、 確率 的 に
捉 え られる もの とする。 また、1世 帯=1就 業者 とす る。
② 私企 業は、 生産技術制約 の下での利潤最大化 行動を原則 とす る。 この立 地選
択行動 も また、 世帯 と同様 に、 ラ ンダム効用理 論 に基 づ き、 確率 的 に捉 え ら
れ るもの とす る。
③ 不在地主 は、 所得 制約お よび土地 供給 制約の下 での効用最 大化行 動 を原則 と
す る。 ここで、 現 実には世帯 が地 主で あった り、 私 企業 が地主 であ った りす
る場合 もあるが、 社会経済 モデルの簡 単化 のため、 そ れ らの地主 的性格 を不
在地主 と して仮 想 的に独立 させている。 な お、 この立地 選択 は確定 されてい
る もの とする。
④ 交通企業 は、 交通利用者 か らの収 入を もとに交 通プ ロジェク トへの投資行動
を原 則 とす る。
⑤ 政府 は、 各部 門か らの税収 をも とに交通企業へ の補 助行 動を原則 とす る。
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図2.2.1社 会 経 済 モ デ ル の フ レー ム ワー ク
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2-3社 会経 済 モデルにお ける各部 門の行動 モデル
2-3-1世 帯 の 行 動 モデ ル
す べ て の 世 帯 は 都 市 圏 内の 任 意 の ゾ ー ンに 居 住 あ る い は勤 務 す る も の と し、 ま
た世 帯 の 住 宅 立地 行 動 は図2。3.1に示 す よう に3段 階 で 行 わ れ る もの と仮 定 す る。
本 研 究 で は、 各 段 階 の 有 効 的 な定 式化 の た め、 普 通 の 意 志 決 定構 造 とは 逆 の 順 序
で 以 下 の よ う に定 式 化 す る。
第1段 階 で は、 居 住 地 を選 択 した と い う 条 件 の 下 で敷 地 面 積 や 各 種 需 給 量 を決
定 す る。 モ デ ル の 簡 単 化 の ため、 世 帯 の 立 地 効 用 は、 土 地 サ ー ビ スajh,余 暇 時
間S」h,自 由 交 通 サ ー ビスXjhOD,通 勤 交 通 サ ー ビ ス κjh,合 成 財Zj・ の各 消 費
水 準、 お よび 社 会 経 済 水 準SE」 に よっ て表 され る も の と仮 定 す る。 こ こで、 労働
時 間 且」hは効 用 関 数 に含 まな い こ ととす る[Becker(1965),Bruzelius(1979)]。
こ れ は、 この こ とが 時 間 価 値 を賃 金 率 で計 測 す る こ とに 対 す る 十 分 条 件 であ る こ
と、 時 間 価 値 の 計 測例 にお い て 賃 金 率 に ほ ぼ 等 しい とい う報 告 が あ る こ と[太 田
・杉 山 ほ か(1988)]、 また こ れ に よ り後 の 式 展 開 が 簡 単 に な る こ とに よ る。 そ し
て、 世 帯 は 時 間 制 約 お よび 所 得 制 約 の 下 で、a」h,Sjh,XjhOD,Z」hお よ び 労
働 時 間 且jhをコ ン トロー ル して 立 地 効 用Ujhを 最 大 に す る も の と仮 定 し、 次 の よ







g:世 帯 に 課 さ れ る 一 括 固 定 税
pOD:ゾ ー ンOD間 の 交 通 費 用(人 の 移 動)
p・:合 成 財 価 格
rj:ゾ ー ンjの 住 宅 地 代












:ゾ ー ンhの 賃金 率
:ゾ ー ンhに 勤務 する世帯 の資 産所得
:居 住地 ゾー ン
:勤 務土也ゾー ン
現 実 に は 式(2.3.1。a)の目的 関 数(効 用 関 数)の 中 に 世 帯 の ラ イ フ ス テ ー ジ にお け
る条 件(例 え ば、 世帯 主 の年 齢,家 族 の 年 齢,家 族 構 成 等)が 含 ま れ るで あ ろ う
が、 こ こで 構 築 す るモ デ ル は 国 勢 調 査 時 期 を想 定 した 比 較 的 短 期 の2期 モデ ル で
あ る の で、 そ の よ うな 条 件 の 影 響 を無 視 す る。2期 モ デ ル と は、(t-1)期の立 地 量
を与 件 と してt期 の 立 地 量 を予 測 す る モ デ ル の こ とで あ る[2一補 を 参 照]。 一 方、
式(2.3.1.b)は各 世 帯 の 時 間 制 約 で あ り、 式(2.3.1.c)は各 世帯 の 所 得 制 約 で あ る。
こ こで、 通 勤 費 用 は私 企 業 に よ っ て支 払 わ れ る場 合 が 多 い の で、 式(2.3.1.c)に
通 勤 費 用 を計 上 しな い。 式(2.3.1.a)～式(2.3.1.c)を解 く と、ajh,sjh,xjh,





κjh=κ 」h[p,,qh,r,Wht㌧ Ωh](≡2ト リ ッ プ/日)
Zjh=Z」h[Pz,qh,r,Wht㌧ Ωh]















式(2.3.1.e)にお い て、 就 業 者 が 通 勤 行 動 と して 居 住 地 一勤 務 地 間 を1日1往 復 す
る も の と仮 定 し、 κjh≡2ト リッ プ/日 とす る。 式(2.3.1.9)中のqhODは 一般 化 交
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通 費 用(人 の 移 動)、 ま た 式(2.3.2.h)中の Ωhは 一 般 化 可 処 分 所 得 と 呼 ば れ る も
の で あ る 。 な お 、 式(2.3.2.9)～式(2.3.2.i)中のqh,r,thは ベ ク ト ル で あ る 。
式(2.3.1.a)に式(2.3.2.a)～式(2.3.2.h)を代 入 す る と、 最 大 効 用 レ ベ ル を 示 す 間
接 効 用 関 数 を 得 る 。
Vjh=V、h[Pz,qh,r,Whth,Ωh] (2.3.3)
第2段 階では、 住 み替 えを決意 した世帯が任 意の居住地 を選択 す る。 ここでは、
世帯 は都 市圏内の居住 地の中か ら各ゾー ンの住 み替 え効用 に従って1っ 選 ぶ と仮





Vj,ihB:居 住 地i・ 勤 務 地hの 世 帯 が 居 住 地jに 住 み 替 え る 場 合(B)の
効 用
式(2.3.4.a)中の 効 用 関 数Vihお よびVjhは 、 第1段 階 での 世帯 の 間 接 効 用 関 数 で
あ り、 式(2.3.3)で定 義 さ れ る。 ま た、 式(2.3.4.b)に示 す よ う に、 す べ ての 世 帯
の 間接 効 用 関 数 をGorman型で定 義 す る[Varian(1984)]。こ れ は、 この こ とが 後
述 の 便 益 計 測 モ デ ル(第4章)に お いて 式(4.3.7)を誘 導 す る た め の 十 分 条 件 で あ
る こ と、 所 得 階 層 が 異 な る 世 帯 の 効 用 関 数 の 集 計 が 容 易 で あ る こ と(し たが っ て
立 地 予 測 に関 す る 集計 モデ ル の 構 築 が 容 易 で あ る こ と)、 所 得 レ ベ ル が 異 な る 都
市 間 の 比 較 に お い て は それ ぞ れ の モデ ル の 推 定 パ ラ メー タ に所 得 レベ ル の影 響 が
含 ま れ る と考 え られ る こ と に よる。 こ こ で、 式(2.3.4.b)中の 関 数Vj,lh[・]は
代 替 案 ご とに 異 な る が、 関 数v[・]は 所 得 に 関 す る 限 界 効 用 で あ り、 す べ て の
代 替 案 に 対 して 同 一 で あ る。 した が っ て、 関 数Vj-h8は 所 得 に つ い て 準 線 型 で あ
る。
世 帯 の 立 地 効 用 が ラ ン ダム 変 数(誤 差 項)を も ち、 そ の ラ ン ダ ム 変 数 が独 立 か
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っ 同 一 のGumbe1分布 に従 う と仮定 す る と、
が 得 られ る。





Pl,ihB:居 住 地i・ 勤 務 地hの 世 帯 が 居 住 地jに 住 み 替 え る 場 合(B)の
確 率(ΣjP」,;hB=1)
ω2:誤 差 項 の 分 散 パ ラ メ ー タ
第3段 階で は、 居住地i・ 勤務地hの 世帯が住み替 えるか否かを決定す る。 こ
こで、 世帯 は住 み替 えるか否 かの2っ の代 替案か らそ れ らの効用 に従 って1つ 選




δi:居 住 地iで の 住 み 替 え に 関 す る 閾 値
v自,ih:居 住 地i・ 勤 務 地hの 世 帯 が 住 み 替 え な い 場 合(A)の 効 用
VB,ih:居 住 地i・ 勤 務 地hの 世 帯 が 住 み 替 え る 場 合(B)の 効 用
式(2.3.6.a)中の 効 用 関数Vi,ihBおよび 式(2.3.6.b)中の効 用 関 数Vk,ihBは、 式
(2.3.4.b)で定 義 さ れ る。 こ こ で、 これ らの 効 用 に ラ ン ダ ム 変数(誤 差 項)が 加 法
的 に加 わ り、 そ の 変 数 が 独 立 かつ 同一 のGumbel分布 に従 う と仮 定 す る と、L。gitモ









Pρ,lh:居住 地i・ 勤 務 地hの 世 帯 が 住 み 替 え な い場 合(A)の 確 率
P8,Ih:居住 地i・ 勤 務 地hの 世 帯 が 住 み替 え る場 合(B)の 確 率
ω1:誤 差 項 の 分 散 パ ラ メ ー タ
した が っ て、 世 帯 の住 宅 立 地 行 動 は次 の よ うなNestedLogiしモ デ ル で 表 され る。
・・一・一{;:::llPB'lh::::}:(・ ・…)
た だ し、
Pj,}h:居住 地i・ 勤 務 地hの 世 帯 が 居 住 地jに 住 宅 立地 す る確 率
2-3-2私 企 業の行動モデ ル
私企業 の業務立地 行動は、 図2.3.2に示す ように、2段 階 で行 な われ るもの とす
る。 第1段 階で は、 業務地を選択 した とい う条件の下 で敷地面積 や各種 需給 量 を
決定す る。 この とき、 私企業 は選択 した業務 地 での利 潤 を最 大 にす る ように行動
す るもの と仮定す る。 私企業の利潤 は、 土 地サ ービスAh,労 働Lh,業 務流 通サ
ー ビスXhODの各需要 水準、 お よび合成財Zhの 供給水 準 によって表 され る。 そ し
て、 私企 業は生産技術 制約の下 で、Ah,Lh,XhOD,Zhを コン トロー ル して利






G:私 企 業 に 課 さ れ る 一 括 固 定 税
Mh:業 務 地hに 立 地 す る 私 企 業 の 数
Njh:居 住 地 」 か ら 業 務 地(勤 務 地)hに 通 勤 す る 労 働 者 の 数
p'OD:ゾ ー ンOD間 の 交 通 費 用(物 の 移 動)
Rh:ゾ ー ンhの 業 務 地 代
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式(2.3.9.b)は、 土 地 サ ー ビス、 労 働時 間 よ り交通 時 間 を差 し引 い た 分、 交通 サ ー
ビ ス の 各 量 が私 企 業 の 生 産 活 動 に 必要 で あ る こ とを 意 味 す る。 式(2。3.9.a),式(
2.3.9.b)を解 く と、Ah,Lh,XhODの 各 需 要 関数 と、Zhの 供 給 関 数 を 得 る こ と











こ こ で 、 式(2.3.10.e)中のqh'ODは 、 一 般 化 交 通 費 用(物 の 移 動)を 表 し て い
る 。 式(2.3.9.a)に、 式(2.3.10.a)～式(2.3.10.d)を代 入 す る と 、 私 企 業 の 利 潤 関
数r[h(最 大 利 潤)が 得 ら れ る 。
Ilh=Hh[qh,OD,Rh,G,Pz] (2.3.11)
第2段 階で は、 私企 業は都市圏 内の業務地 の中か ら各 ゾー ンでの最大利潤 に従
って1っ 選ぶ と仮定 す る。 ここで また、 この最 大利潤 にランダム変数(誤 差 項)
が加 法的 に加 わ り、 その変数が独立かつ 同一のGumbel分布 に従 うと仮定 する と、





Ph:私 企 業 が 業 務 地 ゾ ー ンhに 業 務 立 地 す る確 率






















































図2。3.2私 企 業 の 業 務 立地 行 動
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2-3-3不 在地 主の行動 モデル
ー般 的に、 不在地 主は、 土地 を持ってい るが その場 所 に住 んで いな い世帯 と し
て定義 され、 その行動 は2-3-1で定 式化 した世帯行動 と同様 に定 式化 で きるで あろ
う。 しか し、 この とき不在地 主は都市 圏内 に複数の 立地場所 を もつ ことになる た
め、 この定 式化 は社会経済 モデルを複 雑 にす る。 本研 究 では、1つ の ゾーンに1
つ の不在地 主が存在 し、 その効用U㌔ を最大にす る ように行 動す るもの と仮定 す
る。 不在地 主の効 用 は、 住宅地kh,業 務地Khの 各供給 水準、 お よび 合成財z㌦
の 消費水準 に よって表 される。 そ して、 不在地主 は、 所 得制約 お よび 土地供給 制
約 の下で、kh,Kh,z7hを コン トロール して効用U'hを最 大にす る もの と仮定






g':不 在 地 主 に 課 さ れ る 一 括 固 定 税
K,:ゾ ー ンhの 可 住 地 面 積




式(2.3.13.b)は所 得 制 約 で あ り、 式(2.3.13.c)は土 地 供 給 制 約 で あ る 。 式(2.3.1












式(2.3.13.a)に式(2.3.14.a)～式(2.3.14.c)を代 入 す る と 、 最 大 効 用 水 準 を 示





式(2.3.15.b)は、 不 在 地 主 の効 用 関数 をGorman型で仮 定 す る こ と を示 して い る。
な お、 後 の理 論 展 開 の簡 単 化 の た め、 所 得 の 限 界 効 用 は 世 帯 と同 じ関 数v[・]
で与 え て い る。
2-3-4交 通企 業の行動 モデル
交通企 業は、 交通 需要を満たす ため に交通改善 の費用 を負担 し、 その利用 者 か
ら収 入を得 る。 こ こで、 その収支が赤字の ときには政府 よ り補助 金が支給 され、
黒字 の ときには政府 に よって税金が徴収 される と仮 定す る。 この収 支バ ランスを
次の よ うに定式化 する。
Σ 」ΣhΣoΣDpODXjhODNjh





C:交 通 サ ー ビ ス の 運 営 費 用
1:交 通 サ ー ビ ス へ の 投 資 額
M:総 私 企 業 数
N:総 労 働 者 数





2-3-5政 府 の 行 動 モ デ ル
政 府 は、 世 帯 か らの 税 収(Σ 、ΣhgN、,),私 企 業 か らの 税 収(Σ ・GMh),
不 在 地 主 か らの税 収(Σh9つ,交 通 企 業 か らの 税 収(SLI)を 得 る。 なお、 交
通 企 業 のSLが 負 値 で ある 場 合 に は、 政 府 は そ の 分 を補 填 す る。 こ の収 支 バ ラ ン






式(2.3.17.b)中の αお よび βは、 社 会 の 各 部 門 の 税 負 担 の 比 率 を 表 す パ ラ メ ー
タで あ り、 政 策 的 に定 義 さ れ る。
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2-4市 場均 衡条件
本研 究 にお ける社会経済モデ ルは多地域 一般均衡理論 の フ レー ムで構 築 され、
次 の ような3市 場(土 地市場,労 働市場,合 成財 市場)の 均衡条件,私 企業の利

































こ こ で、 土 地 の用 途 は 原 則 と して 政 策 的 に決 定 され る た め、 短 期 の 土 地 市場 均 衡
条 件 は用 途 別 に捉 え るべ きで あ る と考 え、 式(2.4.1.a)の住 宅 地 市 場 均 衡 条 件 と式
(2.4.1.b)の業 務 地 市 場 均 衡 条 件 を独 立 に与 え た。 ま た、 上 式 中 のnは 都 市 圏 内 の
ゾ ー ン数 を表 す。 式(2.4.1.i)中の γは 世 帯 と不 在 地 主 へ の 利 潤 配 分 の 比 率 を 表 す
パ ラ メー タ で あ り、 式(2.4.1.h)中の αお よび β と同様 に政 策 的 に 定 義 さ れ る。
式(2。4.1.a)～式(2.4.1.9)中の 未 知 数 はP、,r、,Rh,SL,wh,yh、 そ の
数 は(4n+2)で あ る。 こ れ に 対 し恒 等 式 の数 は(4n+3)で あ る の で、Walras
の法 則 よ り1っ の 式 が 不要 に な る[Varian(1984)]。した が って、 上 記 市 場 均 衡
条 件 式 が 唯 一 解 を も っ と仮 定 して も一 般 性 を 失 わ な い。
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2-5交 通 プ ロ ジ ェ ク トの 効 果
交通 プ ロジェク トの効果 は、 本章で扱っ たよ うな社会経済 フ レーム を通 じ・ 社
会経 済を構成 する個人の効用 の増大 と して捉 える ことが でき る。 それは以下 の よ
うに して説明 され る。
交通 プロジェク トは、 直接的 に利用 者の利便性(交 通条件)を 高 め る。 通 勤 ・
通 学 ・私用 ・帰 宅 目的 で利用す る個人(世 帯)に とっ ては住 環境 が向上 し、 その
結 果 として効用 が増大す る。
業務 目的で利用す る私企業 にとって は、 生 産性が 向上 する。 この とき、 企 業間
に価格競 争が ある場合 には物価 が低下 し、 一方、 そ の ような競争 が激 しくな い場
合 には直接的 に企 業利潤 および 雇用所得 が増 大す る。 物 価の低下 お よび 雇用 所得
の増 大は、 そ のまま個 人の効用 の増大 とな る。 企業利潤 は投 資,内 部保 留等 を通
じて株主 に配 当されるので、 その増大は個人の効用 の増大 をもた らす。 また、 交
通条 件の 向上 に よる企業立地 の進行(特 に、 沿道等 への シ ョッピングセ ンターの
立地)も 買物 の便 の向上 につなが るので、 個人 の効 用の増 大を もた らす。 この よ
うに、 業務 交通 にお ける交通条件 の向上 は、 市 場 メカニズム を通 じて間接的 に個
人の効用 の増 大 をもた らす。
個 人(世 帯)や 私企 業の立地 に対す る供給 者 と しての地主(不 在地 主)は 、 交
通条件 の向上 による立地需要 の増 大を受けて、 市場 メカニ ズムを通 じて土地価格
を上 昇 させ る。 これは、 直接 的に個人の効 用の 減少お よび企 業の生産 性 の,低下 を
もた ら し、 さ らに後者 は上述 の メカニズム によ り個人の効用 の減 少を もた らす。
また、 地 主が利用 者で ある場合 には、 個人 と同様 に、 利 用者 としての地 主(す な
わち個人)の 効 用が増大す る。
政府 お よび 交通企業 につ いては、 以下 の ように捉 え るこ とがで きる。 まず、 政
府 は法律 に基づ き一定 の歳 入の下で公共 の福祉(す なわ ち、 社会 を構 成 する個人
の福祉=効 用)を 増 大 させる ことを追求 してい るもの とみ なす。 この とき、 交通
条件 の向上 は、 政府 活動 にお ける交通環境 の向上 だけでは な く、 生産性 の向上 と
所得 の増大 に より税収 の増大 をもた らすの で、 政府 による公共 サ ー ビスが さ らに
向上 し、 その結 果 と して個人の効用 が増 大す る。 なお、 交通 企業 にっ いては、 公
企 業の場 合には政府の 一部門 として捉 え、 また私 企業 であ る場合 に は上述の私企
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業の 一っ と して捉 えて交通 条件の 向上 による効 果を考 えるこ とがで きる。
また、 交通 条件 の 向上に伴 う当該道路上 の交 通量 の増大 と代替 ルー トの混雑緩
和 は、 沿 道の騒音 ・振 動 ・大気汚染等の環境水 準を変化 させ る。 この ような 自然
環境 の変化 は、 交通条件 の変化そ のもの に よる影響 と同様 に、 市場 メカニズムを
通 じて直接的 ・間接 的 に個 人の効用の変化 をもた らす。
以 上 よ り、 交通条件 の向上は社 会経済 を構成 する個人 の効用 の増大 と して捉 え
る ことが できる。 したがって、 本研究 では交通 プ ロジェク トに よる便益 の源泉 を
利用 者(世 帯 お よび不 在地 主)の 効用の上 昇分 と して捉 え、 本章 で構築 した社 会
経済 モデ ルに基づ いて便益計 測モ デル を以下 の章で構築す る。
2-6結 言
本章で は、 交通便 益計測 モデル の基礎 となる社 会経済 モデ ルを構 築 した。 モデ
ル構 築 に際 しては、 交 通プ ロジェク トの 直接効 果のみな らず波及効 果 をも分析 で
きる ようにす るため に多地域 一般均衡理論 に基 づき、 便益計測手 法 と して確 立さ
れて いる等価 的偏差 の概念 を応用 できるようにする ため に消費者 行動 に対 して効
用理 論 を適用 し、 特定 の消費 者行動(世 帯 と私 企業の行動)に 対 して はランダム
性 を含 んだ現 実的 な行 動を表現す るため にラ ンダム効用理論 を用 い た。 この よ う
な社 会経済 モデル を構 築 し、 さらに本 モデ ル と整合 した交通便益 計測 モデル を構
築す るこ とに より、 経 済主体 にお ける価値観 の多様 性や不完 全情 報下 での行動 を
考慮 し、 交通 プ ロジェク トの直接 便益のみ な らず波 及便益 をも計 測で きるように
な る。
社会 は5部 門(世 帯,私 企業,不 在 地主,交 通企 業,政 府)と3市 場(土 地 市
場,労 働 市場,合 成財 市場)で 構成 され るもの と仮定 し、 次 の行 動原 理
・世 帯:時 間 制約 お よび所得 制約 の下での効用最 大化行動 を原 則 とす る。 な
お、 立地選択行動 は ランダム効用理論 に基づ く。
・私 企 業:生 産技 術制約の下 での利 潤最大化 行動 を原則 とする。 なお、 立 地選
択行 動は ランダム効 用理 論 に基づ く。
・不在地 主:所 得 制約 および土地 供給 制約 の下 での効用 最大化行動 を原 則 とす る。
、
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なお、 立地選択 は確定 されてい る。
・交通企 業:交 通利用 者か らの収 入をも とに交通 プロ ジェク トへ の投 資 行動 を原
則 とす る。
・政 府:各 部 門か らの税収 をも とに交通企業へ の補 助 行動を原 則 とする。
な らび に3市 場の均 衡条件,私 企 業の利潤 配分条件,交 通企 業の収 支条件,政 府
の収支条件 に基づ いて社会経済活動 をモデ ル化 した。
ここで構 築 した社 会経済モデ ルに対 して次の ような課題 が残 されて いる。 す な
わち、 社 会経 済 モデル は全体 としては静的で あるため、 社 会経済 変化 を分析 す る
際 にはプロジ ェク トに よる新 たな均衡状 態への移行 が瞬時 に なされて しまうが、
現実 には物価 上昇,資 産価値上昇等 はプロ ジェク トの実施 か ら任 意の タイム ラグ
をお いて経年 的 に発 生す るもので ある と考 え られるので、 モデル構 築 に際 して は
時間軸 を考慮 して動 学化を図 る必要 がある。 また、 本研究 の プロジ ェク ト便 益計
測がwithandwithout分析 に基 づいてい るこ とか ら[第4章 を参照]、 モデ ル
の動学化 は便 益の動 的計測 につ ながる もの と考 え られる。
、
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2一 補 地代 を内生化 した立地 モデル
2一 補 一1既 往 の研 究
土地利 用形 成の メカニズムは、 土地 市場 にお ける需要者の 行動 と供給 者の行動
によって説明 され、 地 価(あ るいは地代)は その需給バ ランスに よって決 まるも
の である。 従来、 世界 各国でその モデ ル化(す なわち土地利用 モデルの構築)が
行 われ、 いくつか の地域 に適用 されて きた。 その中で、 需要 者の行動基準が明確
なものは少 な くないが、 供給者 の行動 を緻 密 にモデ ル化 した ものは ほとんど見 当
た らない。 そ の理 由 と して、 需要者 の行動は効用理論 に基づ きミクロ レベル で定
式化 す るこ とがで きるが、 供給者 の行 動は不明 な点が 多いために、 その定式化 に
おいて簡略化 せざ るを得 ない部分 が残 されて いるとい う点が挙げ られる。 しか し、
それ以前 に供給者 を特定化す る ことが難 しいという問題 があ る。
これまで に大都市 圏の土地利用 と交通の総合 計画 を 目的 と して種 々の実用 モデ
ルが 開発 されて きたが、 それ らの 中でMEP[Geraldes,EcheniqueandWilliams(
1978)],CALUTAS[中村 ・林 ・宮本(1983)],OSAKA[天野 ・阿部(1985)],安藤
(1986),吉川 ・小林 ・文(1986)等のモデ ルは地 価を内生化 している。 これ らのモ
デ ルは ミクロ経済 学お よび ランダム効用理論 に基づ いて構築 されてお り、 立地主
体者 の行動基準 が明確化 されて いるが、 地価 決定の メカニズムにおいて現実の土
地市 場を正確 に反 映 してい る とは言いがたい部分が ある と思われ る。 す なわ ち、
MEPモデ ルで は市場 均衡の概念 を導入 してい るが供給量 が固定 であ り、CALUTAS,
OSAKA,安藤,吉 川 ・小林 ・文 のモデルでは市場均衡 の概念がな く、 需要者 行動 に
基づ く付 け値理 論で地価が決定 さ れ、 立地行動 と地価 決定が 同時 ではな く、 立地
行動 の結果 と して地価 が決 まる というプロセスを とって いる。 地価 を内生化 した
土地 利用 モデル と しては、 このほか にArnotヒandMacKinnon(1977),Fujitaand
Kashiwadani(1988)等のモデルが あるが、 これ らの2つ のモデル は一 点集中 型の
都 市 を想定 して構築 したモデルで あ り、 モデルの中の立 地変数が都心 か らの 距離
のみ で与 え られてい る といっ た制約 がある。
土地利 用の市場均 衡 をモデ ル化 したもの には、Anas(1982),青山 ・大橋 ・近藤
(1985)等の モデルが ある。Anasのモデルは、 主体者(需 要者 および供給者)の 行
動が非 集計選択 モデ ルで構築 されてい るが、 供給 者の行動 において既存 の住 宅 を
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貸す か否かの二者 択一行動のモデ ル化 に焦 点が 当て られてお り、 土地 の部分 的供
給 や 空地 の存在 といっ た状況への対処 に問題 があ るもの と思 われる。 一 方、 青山
・大橋 ・近藤の モデルは、効 用最大化仮説 に よ り需要者 の行動が、 利潤 最大 化仮
説 に より供給者の 行動 がそれぞれ モデ ル化 されてい るが、 世帯の住 み替 え行 動が
考慮 されて いない。
この ように、 従来 の土地利用 モデル が抱 える問題点 は、 土 地市場 において主体
者の行動 を定式化 した後、 需給のバ ランスを定 式化す る際 に生 じてい るが、 その
原 因は需給のバ ラ ンスを土地 面積の単位で捉 え ようと した ところにあ るもの と思
わ れる。 ここでは、 それを人 口の単位 で捉 える ため に、 人口 の単位 で捉 えた需要
関数(2-3-1で構 築 した世帯の行動 モデ ル)と 土地 需給 の均 衡条件 か ら導 かれ た地
代関数(人 口が説 明変数 と して組み込 まれてい る関数)の 連立方程 式体 系で モデ
ル を構 築す る。
2一補 一2立 地 モデ ル
土 地市場 におけ る均衡条件 は、 土地面積 の単位で捉 え ると次式 で与 え られ る。
N」a」[rj]==k」
た だ し、
Nj:ゾ ー ンjの 立 地 需 要 量(就 業 者 数)
aj:ゾ ー ンjの 各 就 業 者 の 土地 需 要 量
k」:ゾ ー ン 」 の土 地 供 給 量
(2.補.1)
式(2.補.1)の土 地 需 要 量ajは 世 帯 の 効 用 最 大 化 行 動 の 結 果 と して 得 られ た も の で
あ る。 こ の と きの 間接 効 用 関 数 を 式(2.3.4.b)のVj,ih8(≡Vj,;hと再 定 義)で
与 え る と、ajはRoy'sIdentityより地 代rjの 関数 で あ る こ とが 示 さ れ る。 こ こ
で、 式(2.補.1)をrjに つ い て 解 く と、 地代 関 数rj[・]が 得 ら れ る。
rj=rj[N」/kj] (2.補.2)
一 方、 人 口の 単 位 で 捉 え た立 地 需 要量N」 は、2-3-1で構 築 した世 帯 の 行 動 モ デ ル
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N、h:住 み 替 え 後 の ゾ ー ンjh間 の 通 勤OD量
Nih:住 み 替 え 前 の ゾ ー ンih間 の 通 勤OD量
P、,Ih:居 住 地i・ 勤 務 地hの 就 業 者 が ゾ ー ンjに 立 地 す る 確 率
式(2.補.3.b)の立 地 確 率P、.lhは式(2.3.8)のNes七edL。gitモデ ル で 表 さ れ、 立地
効 用Vj,ihの 関数 で あ る。 ま た、 立地 効 用Vj,ihは地 代r、 を 変 数 と して 含 む 関 数
で あ る。 した が っ て、 式(2.補.3.a)のNj(お よびNjh)は 、 地 代r」 で あ る こ と
が 示 さ れ る。 本研 究 で は、 式(2.補.2)と式(2.補.3.b)で形 成 さ れ る連 立 方程 式(
内 生 変 数:N抽 お よびrj)に よ り立地 モデ ル を構 成 す る。
2一補 一3不 動 点問題
本 節で述べ た立地 モデル よ り、t期 の立地 需要量(通 勤OD量)は(t-1)期の通
勤OD量 か ら求 める ことがで きる。 まず、 便 宜上、 以下 の仮 定をお く。
(1)対象地域 を閉 じた地域 と考 え、 外部地 域 との人 口の流出入は ない。
(2)世帯の分離 ・統合 はない。
(3)就業者 の勤務 地 は変わ らない。
この とき、 勤務 地 における従 業者 数Ehは、 次 の ように定義 される。
Eh≡ ΣiNih(t層1〕 ≡ ΣjN」h(t) (2.補.4)
一 方、t期 の 通 勤OD量 は、 本 モ デ ル よ り次 式 で 与 え られ る。
Njh〔 ヒ)=ΣIPj.ihNihくt璽D (2補.5)
式(2.補.5)に お け る 立 地 確 率P、,,hは 立 地 効 用VL,hの 関 数 、 立 地 効 用V・.lhは
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そ の 結 果、 式(2.補.5)は次 の よ う な不 動 点 問 題 を形 成 して い る こ と が わ か る。
Njh(b=Njh[Nj1{t㌧ …,N」hltl.…] (2.補.7)
した が っ て、 式(2.補.7)よりt期 の通 勤OD量 が 求 ま り、 同 時 に 式(2.補.6.c)よ
り地 代 が 求 ま る。 式(2.補.7)のよ うな 不 動 点 問題 で 表 き れ る 立 地 モ デ ル の 例 と し
て、 隣 人 効 果 を考 慮 した住 宅 立地 モ デ ル が あ る[Miyao(1978),(1981)]。
こ こで、 式(2.補.7)で示 さ れ る 不動 点 問 題 の解 の 存 在 お よび 唯 一 性 は、 以 下 の
よ う に して 証 明 さ れ る。
【解 の存 在 にっ いて 】
就 業 者 の 立 地 効 用Vj,ihは、 次 式 で 定 義 さ れ る立 地 需 要 量Njh`t,に対 して 連 続
で あ る。
0≦Njh{t⊃ ≦ ΣhEh (2.補.8)
ま た、 立 地 確 率Pj.ihは立 地 効 用VLihに 対 して連 続 で あ り、 次 の よ う な性 質 が
あ る。
Pjlih≧0,ΣjPj.ih=1 (2.補.9)
そ の 結 果 、 式(2.補.5)の右 辺 は 立 地 需 要 量Njh〔い に 対 して連 続 で あ る。 した が っ
て、Brouwerの不 動 点定 理 よ り、
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N㍉h【 ヒ)=N」h[N㌔ ♂u.…,N.、hけ ㌧ …] (2.補 り10)
とな る不 動 点N㍉h{い が存 在 す る。 【証 明 終 】
【解 の 唯 一性 につ い て 】
式(2.補.5)より、 次 の よ うな 関 数f、hお よび ベ ク トルFを 定 義 す る。
f、h…≡…Njh(t}一 ΣiPj-hNlhlt-D:(j,h=1,…,n)(2.補.11.a)
F≡(f11,….fn1,f12,…,f,2,… …,f1,,…,fnn)(2.補.11.b)
こ こで、 式(2.補.7)にお い て 不 動 点N●jh`tlを求 め る こ とは、 式(2.補.11.b)にお
い てF[N、hltl]=0と な るN'jh`uを 求 め る こ と と等 価 で あ る。 そ れ ゆ え、 そ
の 解 が 唯 一 に 決 ま る こ とを 示 せ ば よい。
こ れ まで の 議 論 よ り、 ベ ク トルFは 立 地 需要 量Njh(t⊃に対 して微 分 可 能 で あ る
こ と が わ か る。 そ の と き、 ベ ク トルFのJacobian行列 が正 の 対 角 要 素 を もつ 主対
角 行 列 で あ る な らば、F[N」h(t}]ニ0の 解 が 唯 一 に 決 ま る こ とが、Galeand
NikaidQ(1965)によっ て証 明 さ れ て い る。 そ の十 分 条件 を以 下 に示 す。



























そ して、Jacobian行列 」が 正 の 対 角 要 素 を も っ 主 対 角 行 列 で あ る た め の 十 分 条 件
は、 立 地 効 用Vj,ihの外 部 性 の 大 き さaV」,ig/∂Njh(t):(g≠h)が 次 式 を 満 足










この ことは次 の ように して証明 できる。
よ り次の 関係 式が導か れる。
















そ の 結 果、 式(2.補.14)が成 立 す る場 合 に は、 次 の よ う にJac。bian行列Jの 対 角 要
素 が 正 とな る。
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apblh∂Vハlh
[対 角 要 素]≧1一 ΣINIh(t　 D
av」1、haN」h`t)
>0(2.補.16)
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第3章 ラ ン ン ダ ム 効 用 理 論 に よ る
交 通 便 益 定 …義i
3-1緒 言
便 益定 義 に関 す る研 究 は、 厚 生 経 済 学 の 分 野 にお いて 数 多 く蓄 積 さ れ、 消 費 者
余 剰[例 え ば、Harberger(1971)コ、 等 価 的 偏 差EV(Equi▽alentVariati。n)ある
い は補 償 的 偏 差CV(CompensatingVariation)[例え ば、McKenzie(1983),森杉
(1989)]などに よ る評 価 理 論 が提 案 さ れ て きた。 これ らの 理 論 に は そ れ ぞ れ 長 所
・短 所 が あ る が、 そ れ らの 多 くが 「確 定 」効 用 理 論 に基 づ く もの で あ る た め、 消
費 者 行 動 の ラ ンダ ム 性 を考 慮 した(ラ ンダ ム 効 用 理 論 に基 づ く)モ デ ル構 築 に際
して 不 都 合 が生 じる[森 杉 ・大 野 ・宮 城(1991)]。す な わち、 都 市 経 済 学 で は、
住 宅 立 地 が 均 衡 して い る場 合 に は すべ て の 世 帯 の効 用 レベ ル が等 し くな る とい わ
れ て い る が[Fujita(1989)]、ラ ンダ ム効 用 に おい て は ラ ン ダム 誤 差 に よ りそ の
状 態 が 保 証 さ れ な い し、 ま た 同様 の理 由 に よ り、 プ ロ ジ ェ ク トに よ っ て 生 じ る各
世 帯 の 効 用 レベ ル の 変 化 分 が 同 一 で あ る と は限 らな い。 な お、 本 研 究 で 取 り上 げ
る 交 通 プ ロ ジ ェ ク トの よう に住 み 替 え を 伴 う場 合 に は、 確 定 効 用 を 仮定 して も各
世 帯 の 効 用 変化 分 が住 み 替 え パ タ ー ン に よ って 異 な る とい う 問題 が 生 じる[節 末
の 注 を参 照]。 本 章 で は、 この よ うな 世 帯 行 動 の ラ ンダ ム性 を考 慮 して 便 益 計 測
モ デ ル を構 築 す る た め に、 ラ ンダ ム効 用 に基 づ くプ ロ ジ ェク ト便 益 の 定 義 を4っ
提 案 し、 そ れ らの 理 論 的 妥 当 性 につ い て 比 較 検 討 す る。
本 課 題 に 関 す る 先駆 的 研 究 と して、BishopandHerberlein(B&H)(1979)および
日anemann(1984)によ る 研 究 が あ る。B&日は猟 師 の ガ チ ョ ウ猟 許 可 証 に 対 す る購 入 お
よび 売 却 の 選 択 行 動 を 集 計 的 にLogitモデ ル で 分析 し、 価 値 意 識 法 に よ り許 可 証 の
平 均 余 剰 を 推 定 した。 これ に対 して、Hanemannは個 々の 猟 師 の選 択 行 動 に着 目 し、
Logitモデ ル を 用 い て 個 々 の 支 払 意 志額(あ るい は 売 却 意 志 額)を 分 析 し、 許 可証
の 等 価 補 償 価 値 を 求 め た。Hanemannはそ の 中 で 許 可 証 に 対す る便 益 の 定 義を い く
っ か 提 案 し、 そ れ らを ラ ン ダ ム効 用 理 論 と等 価 補 償 価 値 の概 念 の 両 立 とい う観 点
か ら比 較 検 討 した。
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さて、 都市にお ける交通施 設改 善等 の プロジ ェク トが実施 され る と、 交通 市場
のサ ー ビス レベルが変 化 し、 これに よって各経 済主体の効用,さ らに各 種需給 量
が変化す る。 そ して、 各市場 にお ける需給 バラ ンスが崩 れ、 これ に伴 って各経 済
主体 の効 用が再び変化 し、 や がて各市場 において新 たな均衡 状態 に移 る。 この結
果 と して、 プ ロジェク トによる効 果は この ような社会経 済メ カニ ズム を通 じて経
済主体効 用の増加 という形 で帰 着する。 このよ うに、 本 研究 では プ ロジェク トの
便益 を経 済主体の効用(ラ ン ダム効用)の 変化 か ら計測 しようとす る背景が ある
の で、 本課題 に対す るHanemannの研究の応用 が期待 される。 しか し、Hanemannの
分析 対象 には1っ のプロジェ ク トに対 して 唯一の確定効用 レベ ルが存在 するだけ
で ある が、 ここで は複 数存 在す る(す なわち、 都市 内の地域 によって 当該 プ ロジ
ェク トに対す る世帯 の確定効用 レベルが異 なる)の で、 彼の研究 をそ の ままの形
で応用 す ることはできない。 本章では、 都 市空間 に分布 す る世帯 の効用(ラ ンダ
ム効 用)レ ベ ルの把握 方法 に焦点 を当て、 プ ロジェク トによる効 用 レベルの変化
分 に対 して等価的偏 差EVの 概念 を適用 した便益の定 義式 を提案 す る。
注)例 え ば、 居 住 地1と 居 住 地2か らな る 地 域 に お け る交 通 改 善 に よ る世帯 の住
み 替 え便 益 を考 え る と わか りや す い(図3.1.1)。 図3.1.1にお い て、 居 住 地1か
ら居 住 地2に 住 み 替 え た世 帯(図 中:al→ ・b2)の 便 益 はEV1で定 義 さ れ、 居 住 地
2で 住 み替 え な い 世 帯(図 中:a2→b2)の 便 益 はEV2で定 義 さ れ る が、 必ず しも
EVI=EV2であ る と は限 らな い。 こ れ は、 図 中 に 示 さ れ る 等 効 用 曲面Vがy軸 に沿
っ て 平衡 移 動 す る と は 限 らな い か らで あ る。 た だ し、V=V[p,r,y]:効 用 関
数,p:交 通 費用,r:地 代,y:所 得,aお よびb:プ ロ ジェ ク ト無 お よび 有







図3.1.1住 み 替 え パ ター ン に よっ て異 な る便 益
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3-2都 市モデル と立地均衡
3-2-1都 市 モ デ ル の 仮 定
図3.2。1に示 す よ う に、2っ の 都 市 で構 成 さ れ る簡 単 な都 市 モ デ ル を考 え、 以 下
の 仮 定 を お く。
(1)そ れ ぞ れ の 都 市 空 間 は、 均 一 であ る。
(2)交通 費用 は、 各 都 市 内 で 均 一 で あ る。
(3)そ れ ぞ れ の 都 市 の 中心 に 業 務 地 区CBD(CentralBusinessDistrict)があ る。
(4)すべ て の 世 帯 は、 居 住 して い る都 市 のCBDへ通 勤 す る。 した が っ て、 住 み 替 え
る場 合 に は 移 住 した都 市 のCBDに通 勤 す る。
(5)すべ て の 世 帯 は、 各 都 市 の どの場 所 に立 地 して も等 しい 収 入 を得 る こ とが で
き る。
(6)世帯 の住 み 替 え費 用 は ゼ ロ で あ る。
(7)2つ の都 市 の 総 人 口 は一 定 で あ る。
都市1回 住み替え 都市2国噌7 同時に.勤務地替え
図3.2.1都 市 モ デ ル
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3-2-2立 地 均 衡 の定 義
す べ て の 世 帯 の 立地 効用 は ラ ン ダム 効 用Uで 定 義 され、 そ の効 用 に対 して 以 下
の 仮 定 を お く。
(1)U」=V、+ε 、(ラ ン ダ ム効 用 関 数)
(2)V,=Vj+vΩ(Gorman型 効 用 関 数)
(3)εj～G(0,π2/(6θ2))(独 立 か つ 同 一 のGumbel分布)
た だ し、U、:都 市jの 立 地 効 用,V、:U、 の確 定 項,ε 、:Ujの 確 率項,v、:
都 市 」 に よ り値 が 変 化 しう る 関数,v:都 市jに よ り値 が変 化 しな い 関 数,Ω:
一 般 化 可 処 分 所 得。 な お、 効 用V、(U、 の 確 定 項)は 、 一 般 化 交 通 費用(交 通 サ
ー ビ ス レベ ル)q」 ,世 帯 数N」,一 般 化 可 処 分 所 得 Ωの 関数Vj[qj,Nj,Ω]で 表
さ れ る も の と仮 定 す る。
こ こ で、 世 帯 が 効 用 最 大化 行 動 原 理 に従 っ て 立 地 す る な らば、 都 市 モ デ ル の 仮










さ て、 都 市1に お い て交 通 プ ロ ジェ ク トが 実 施 さ れ る と交 通 サ ー ビス レベ ルが
q1ロ→qlbと 変化 し、 その 結 果 と して効 用 レベ ル がV且 ロ→Vibと 変化 す る。 効 用
U、に ラ ン ダ ム誤 差 が 含 ま れ な い 場 合、 都 市 の 立地 均 衡 お よ び そ の 変 化 は図3.2.2
の よ う に表 現 され る。 図 中 の右 上 添 字aお よびbは 、 そ れ ぞ れ プ ロ ジ ェ ク ト無 お
よび 有 の 場 合 を表 す 。 この と き、 効 用 レベ ル の 変 化 分V由 一Vla(=V2b-V2弓)
を 貨 幣 タ ー ム に換 算 し たも の が プ ロ ジ ェ ク ト便 益 で あ り、 こ の換 算 方法 と して 等
価 的 偏 差EVあ る い は 補 償 的 偏 差CVの 概 念 に 基 づ く方 法 が よく用 い ら れ る。 こ
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れ に つ い て は、CVよ りもEVの 方 が 便 益 の定 義 と して 望 ま しい と い う 議論 が あ
る[例 え ば、 森 杉(1989),太田(1989)]。しか し、 本 研 究 で は世 帯 行 動 の ラ ン ダ
ム 性 を考 慮 して モ デ ル化 しよ う と して い る の で、 この ど ぎ の 立 地 均 衡 は 式(3.2.1
・a)より図3・2・3のよ う に表 現 さ れ る。 した が っ て、.プ ロ ジ ェ ク トが 実施 さ れ る と
効 用 の 変 化 に 伴 っ て 人 口がN星 ・→Nlbお よびN2a→N2bと 変 化 し、 そ れ が さ らに
効 用 の 変 化 を も た らす。 この とき、 プ ロ ジ ェ ク ト無 お よび 有 の場 合 の立 地 均 衡 は










また、 交通プ ロジェク トによる効 用の変化 は、 次の よう に表現 され る。
{V1。 十 ε1,V2a十 ε2}→{V=b十 ε1,V2b十 ε2} (3.2.3)
この変化分 を貨幣 ター ムに換算 したものを プロ ジェク ト便 益 と して定 義 し、 その



































!"一 、 、 ＼















図3.2.3ラ ンダム 効 用 にお け る立 地 均 衡
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3-3平 均効用 を用 いた交通便 益定 義1
各世帯 の期 待効 用(ラ ンダム効用の期待 値)の 算術 平均値 を世帯 の 平均効 用M











式(3.3.1.a)→式(3.3.1.c)の誘 導 過程 にお いて、 立 地 均 衡 の 仮定(1)～(3)お よ
び 式(3.2.1.b)を適 用 した。 そ して、 式(3.3.1.c)に等 価 的偏 差EVの 概 念 を 適 用
して プ ロ ジ ェ ク ト便 益EV何を定 義 す る。EVhは、 プ ロ ジ ェ ク ト有 の 場 合 の 効用 を維
持 す る とい う 条件 の 下 でプ ロ ジ ェ ク トを あ き らめ る た め に 必 要 な 補 償 金 額 と して































十 … 十dVK・ 十 …(3.3.4.a)
∂VK・










dVK・=PK・dVK・ 十 θPK・(VK・ 一 ΣK・PK・VK・)dVK・
∂VK・
(3。3.4.d)





式(3。3.5)を 式(3.3.3.c)に代 入 す る と 、E脈 は 次 式 の よ う に な る 。
-1
、 稿 ・・{・・+・P・(V・ 一 Σ・・…V・ ・)}・V・(・ ・…)
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3-4平 均効用 を用 いた交通便益定 義2
プ ロジェク ト無 の立地状態 で、 式(3.3.1.b)で定 義 した平均効用 を用 いて プロジ
ェ ク ト便 益EV門・を定義 する。 こ こでは、 交通 プロジェ ク トが あって も立地状態 を
固定 す る とい う仮定 をおき、 そのため都市1の 世帯 と都市2の 世帯 の間では補償
金額 が必 ず しも一致す る とは限 らない。 この よ うな状況 にお いて、 都 市Kの プロ
















本研 究では、 式(3.4.1.c)で表 されるプロジ ェク ト便益 の期待値 を平均効用 を用い
た便 益定 義2に 基 づ くプロジェク ト便益EVパとす る。
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3-5中 間効 用 を用 いた交通便益定義









=vΩ 十 ΣKPKVK十 ε(3.5.1.d)
=M[V]十 ε(3 .5.1.e)
こ こ で 、 「交 通 プ ロ ジ ェ ク ト 」 と い う 代 替 案1と 「交 通 プ ロ ジ ェ ク ト に 代 わ る 補
償 金EVc」 と い う 代 替 案2の2っ の 代 替 案 を 考 え る 。 各 々 の 効 用 は 次 式 で 与 え ら れ
る 。
[代 替 案1の 効 用]=M[Vb]+εb(3.5.2.a)
[代 替 案2の 効 用 」=va(Ωa+EVc)+ΣKPKavK・+εa(3.5.2.b)
=vaEVc十M[V3]十 ε ∂(3 .5.2.c)






で あ る と き 、 プ ロ ジ ェ ク ト と 補 償 金 が 等 価 に な る 。 こ れ よ り 、 式(3.5.4.b)を解 い





式(3.5.5)で表 さ れ るEVcは平均 効 用 を 用 い た 便 益 定 義1と 同 値 の定 義 とな り、 式
(3.3.6)と同 じ形 に な る。
EVc=EV門
一 ÷L
、Σ ・{・ ・+・P・(V・ 一 …P・ ・V・ ・)}・V・(・ ・5・5)
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3-6最 大 期 待 効 用 を用 い た 交 通 便 益 定 義
ラ ン ダ ム効 用 理 論 に お い て、 都 市1お よび 都 市2に お け る立 地 効 用 レベ ル は個
々 の 世帯 に対 して 同 一 で は な い が、 各 世 帯 は よ り高 い効 用 レベ ル を達 成 で き る都
市 へ の 立 地 を選 択 す る。 この とき、 立 地 選 択 に お い て 達 成 さ れ る効 用 レベ ル の 期
待 値 は 最 大 期 待 効 用 と呼 ば れ、 ま たそ れ を与 え る 関 数 は 満 足 度 関 数[Daganzo(19





=vΩ 十 一lnΣKeXPθv《(3 .6,1.b)
θ
式(3.6.1.b)に等 価 的 偏 差EVの 概 念 を 適 用 して プ ロ ジ ェ ク ト便 益EVsを定 義 す る。









-÷ 厨 ∂1野]〕 ・V(一 ・・)
一÷ レP・dV・(・ ・6・…)
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3-7各 定 義の 比較検討
3-3～3-6で提 案 した 各 便 益 定 義 の理 論 的 妥 当 性 を 検 討 す る にあ た り、 まず、 式
(3.3.1.a)で示 さ れ る 平 均 効 用Mと 式(3.6.1.a)で示 さ れ る 最 大 期 待 効 用Sを 図解
す る(図3.7.1)。 図3.7.1の曲 線 で示 さ れ る 部 分 が 満 足 度 関 数 のV1お よびV2の
無 差 別 曲 線 で あ り、 この 無 差 別 曲線 は原 点 に 対 して 凸 で あ る こ と が 証 明 され て い
る[宮 城 ・加 藤(1984)]。こ こ で、 任 意 の効 用(V:,V2)に 対 し、 そ の 点 を 通 過
す る 満 足 度 関 数 の 無 差 別 曲 線 上 の 点 の 最 大期 待 効 用 レベ ル は 同 じで あ り、 そ の 大
き さ をV1軸 上 に 示 した もの が 図 中 のSで あ る。 ま た、 満 足 度 関 数 の 無 差 別 曲線 上
の 点(V1,V2)に お け る接 線 と直線V1=V2(座 標 系 中 の45。線)の 交 点 をV1
軸 上 に投 影 した大 き さMが 効 用(V1,V2)に 対 す る 平 均 効 用 で あ る。 こ れ らの こ
とは、 以 下 の よ う に して導 か れ る。





ここで、 式(3.7.1)の右辺 第2項 は必ず正値 である ため、V1軸 上で のSの 位 置は
無差別 曲線 との交 点 よりも右 側で ある。 一 方、 効用(V乳,V2)の 最 大期待効用 の
大 きさは、 同一の無 差別曲線 上 にある効用(V',Vつ の最大期待効 用 の大き さと











無差別 曲線 上の 点(Vl,V2)に お ける接線 の方程式 は、 次式 で与 え られる。
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PIVI十P2▽2=PIVI十P2V2 (3.7.3)
こ こ で、(V1,▽2)はVrV2座 標 系 の 任 意 の 点 を表 し、 ▽1ニV2(=M)の と
き、 式(3.7.3)は平均 効 用Mを 与 え る。 した が っ て、 無 差 別 曲線 上 の 点(Vl,V2)
に お け る接 線 と座 標 系 中の45。線 の 交 点 をV1軸 上 に投 影 し た位 置 が、 効 用(Vt
,V2)に 対 す る 平 均 効 用Mの 大 き さで あ る。 な お、 無 差別 曲 線 の 接 線 と45。線 の
位 置 関 係 よ り、S≧Mで あ る こ とが 明 か で あ る。
次 に、 交通 プ ロ ジ ェ ク トに よ る効 用 レベ ル の 変化 を 図 解 す る(図3.7.2～図3.7
.4)。以 下、 議 論 の簡 単化 の ため に、 交通 プ ロ ジ ェ ク トが 実 施 さ れ る都 市1の 効
用VLの み が 変 化 す る(す なわ ちdV2=0)と 仮 定 す る。 平 均 効 用 を用 い た 便 益
定 義1に お け る平 均 効 用 レベ ル あ る い は 中 間 効 用 レベ ル の変 化 分 は、 図3.7.2中の
V1軸 上 の △M1(V1>V2の と き)お よび △M1'(V量 〈V2の と き)で 表 さ れ






,お よ び,(Vl・ → 大)→(dV1→ 小)
とい う関係が 図3.7.2より読み取 れ る。 これ らの背景、 および無 差別 曲線の接線 と
45。線の位置 関係 よ り、 任意 のプ ロジェク トに対 して△M1'≦ △M1で ある こと
も図 よ り読 み取 れ る。 したがって、 この便益定 義に よる と、 もともと効用 レベル
の低 い ところでプ ロジ ェク トを実施す るよ りも高い ところで実施す る方が、 投資
効率 が よい という結果 が得 られ る。
平均効 用を用 いた便 益定義2に おける平均効用 レベルの変化分 は、 図3.7.3中の
V且軸 上 に示す △M2(V1>V2の とき)お よび △M2'(V1〈V2の とき)で 表
される。 この便 益定 義 と先の便益 定義 を比較す る と1無 差別 曲線 の接線 と45。線
の位 置関係 よ り、 任意 のプロ ジェ ク トに対 して、
V1>V2の と き,△M1≧ △M2
V1<V2の とき,△M1≦ △M2
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で あ る こ とが 図3.7.2と図3.7.3の比 較 よ り読 み 取 れ る.
ま た、 図3.7.4中のV1軸 上 に示 す △Sが 最 大 期 待 効 用 レベ ルの 変 化 分 で あ る。
こ の 便 益 定 義 に よ る と、 任 意 の プ ロ ジ ェ ク トに 対 して 唯 一 の △Sが 決 ま る こ とが
図 よ り読 み取 る こ とが で き、 無 差 別 曲 線 上 の 点(Vl,V2)の 位 置 に よ っ て効 用 の
変 化 分 が 異 な る とい う前 述 の2っ の定 義式 とは 性 質 が 大 き く異 な る。 こ こで、
V1>V2の と き,△M2≦ △S≦ △Ml
V1<V2の と き,△M1≦ △M2≦ △S
で あ る こ とが 図3.7.2～図3.7.4の比 較 よ り読 み 取 れ る。
図3.7.2～図3.7.4より、 各 便 益 定 義 にお け る 効用 レベ ル の 変化 分 の 大 き さ を 知
る こ とが で き る が、 そ れ以 上 の 検 討(す な わ ち 各 々 の 理 論 的 妥 当 性 に 関 す る検 討)
は難 しい。 そ こ で、 各 定 義 式 を展 開 して そ れ ら を図 解 す る こ と に よ り、 各 定 義 式
の 意 味 お よび 特 性 の 把 握 を試 み る。 まず、 便 益E馬(あ る い はEVc)は 以 下 の よ う















ξΣK{PK十 θPK(V・ 一 ΣK・PK・VK・)}dVKa→b
～ ΣKPKdVKa→b






こ こ で 、V1-V2→X,dVL-dV2→dXと お く と 、 式(3.7.4.c)お よ び 式(3.















便 益EVsは、 式(3.7.4.b)の第1項 で表 さ れ る の で、 式(3.7.5.a)より次 式 で与 え ら
れ る。
-1 、 稿PldX・V2÷(・ ・7・7)




こ こ で 、 式(3.7.6)'～式(3.7.8)の 第2項 お よ び1/va(v:所 得 の 限 界 効 用)は
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共 通 で あ り、 こ れ らを 省略 す る と各 便 益定 義 に お い て共 通 に 便 益 計 測 軸 が 変 形 す
る こ とに な る。 な お、 前者 の 省 略 は 軸 の 原 点 の 移 動 を意 味 し、 後 者(効 用 レベ ル
の 変 化 分 を貨 幣 タ ー ム に換 算 す る 係 数)の 省 略 は 軸 の 尺 度 の 変 化 を 意 味 す る・ ま
た、EV門,EV阿・,EVc,EVsは都 市 にお け る任 意 の1世 帯 の 便 益 を 表 して お り、 都 市
全 体 の プ ロ ジ ェ ク ト便 益 は そ れ らをN倍 した も の で あ る。 し たが っ て、 式(3・7・6
)～式(3.7.8)に対 して、P1→N1と 置 換 した 式 が都 市 全 体 の 便 益 を 表 す。 こ れ ら
の こ とを 念 頭 に お き、 式(3.7,6)～式(3.7.8)の第2項 お よ び1/vaを 無 視 してN
×EVh(あ る い はN×EVc),N×EV目 ・,N×EVsを 図 解 す る(図3.7.5)。
各 便 益 定 義 に 基 づ くプ ロ ジ ェ ク ト便 益 は、 図3.7.5中の 斜 線 部(A),(B),(C)の組
合 せ で 示 され る。N×EV[(あ るい はN×EVc)は(A)+(B)+(C)の部 分、N×EV阿 ・は
(C)の部 分、N×EVsは(B)+(C)の部 分 で 示 さ れ る。 な お、 こ の 図 解 はV覧>V2の と
き で あ る。V1<V2の と きに は、(A)の部 分 の み が 負 値 で計 上 され る が、 この こ と
は 図3.7.6を用 い た 図解 に よ り理 解 で き る。
図3.7.6では、N=n● の位 置 に い る世 帯 は効 用 差X'の と き に都 市2か ら都 市1
へ(あ る い は そ の 逆 方 向 へ)住 み 替 え る こ とを 表 して い る。 図3.7.6中の(i)の部
分 は、 そ の世 帯 が 都 市2か ら都 市1へ 住 み替 え た とき に 両 都 市の 地 域 格 差(効 用
差)か ら 実質 的 に 生 じる効 用 の 変 化 分 を 表 して お り、 したが っ て、V1<V2の と
き に は 負 値 とな る。 ま た、(ii)の部 分 は、x=x璽 の と き に都 市1の 住 民 とな っ た
世 帯 の 効 用(効 用 差)が 変 化 した分(Xa→Xb)を 表 して い る。 こ れ ら よ り、 図
3.7.6中の(A),(B),(C)の各 部 分 の 面積 は 次 の よ う に解 釈 で き る。
(A)の部分 …交通 プロジェク トによって都市2か ら都市1へ 住み替 え た世帯 につい
て、 両都 市の地域 格差か ら実質 的 に生 じる効用の変化分(す なわち、
交通 プロ ジェ ク トが な くて も、 住 み替 える ことによって生 じる効 用の
変化分)。
(B)の部 分…交通 プ ロジェ ク トによって都市2か ら都市1へ 住 み替 えた世帯 につ い
て、 住 み替え た直後 か らの効用 の変化 分。
(C)の部 分…都市1に 住み続 けてい る世帯の効用 の変化分。
以 上 の 解 釈 よ り、 ま ず、(C)の部 分 で 表 さ れ るN×EV門 ・は 住 み 替 え た 世 帯 の 便 益
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を計 上 して い な い と い う こ とで過 小評 価 で あ る こ とが わか る。 ま た、(A)の部 分 を
含 むN×EV門(あ る い はN×EVc)に つ いて は、 以 下 の 理 由 に よ り、 プ ロ ジェ ク ト
便 益 を 適 切 に 表現 して い な い もの と考 え られ る。 本 研 究 で は 世帯 の 効用 を ラ ン ダ
ム 効 用 で 仮 定 して い る が、 個 々 の 世 帯 が 意 思 決 定 す る瞬 間 の効 用 は 常 に確定 的 で
あ り、 例 え ば、 図3.7。6にお い てN=n'の 位 置 に い る 世帯 の 選択 関 数 はX=X'の
と こ ろ で都 市2へ の 立 地 か ら都 市1へ の 立 地 に ジ ャ ン プ して い る は ず で あ る。 そ
の世 帯 が 今 ま さ に住 み 替 え よ う と して い る と き に知 覚 す る2都 市 間 の 効 用 レベ ル
の差 は ゼ ロで あ る とみ なす こ とが で き、 図3.7.6中に示 す(i)の部 分 は プ ロ ジ ェ ク
トに 依 存 す る も の で は な く両 都 市 の地 域 格 差 か ら生 じる もの で あ る と考 え ら れ る。
した が っ て、(A)の部 分 は プ ロ ジェ ク ト便 益 と して 計 上 す る必 要 はな い も の と判 断
す る こ と で き、(B)+(C)の部 分 で 表 され るN×EVsが プ ロ ジ ェ ク ト便 益 と して 妥 当
で あ る とい え る。
効 用 の ラ ン ダム 性 が最 大 の と き(θ →0)、 最 小 の と き(θ → 。。)、 また1都
市 の とき、 各 便 益 定 義 に基 づ く プ ロ ジ ェ ク ト便 益NEVは一 致 し、 次 式 で 表 され る。
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図3.7.3平 均効 用2の 変 化 分
V2
△S
























図3.7.6住 み 替 え 世 帯 の 便 益
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3-8結 言
本章 では、 交通 プロ ジェ ク トによる便益 を地 域分割 された都市空 間におけ る立
地主体 の効用 の変化 か ら計測す るための準備段 階 と して、 ランダム効用理 論の フ
レー ムワー クで便 益定 義を4種 類(平 均効用 を用 いた交通便益定義1,同2,中
間効用 を用 い た交通便 益定 義,最 大期待効用 を用 いた交通便益定 義)提 案 し、 こ
れ らの理論 的妥 当性 について比較検討 した。 これについて、 世帯効用 をランダム
効用 で仮定 して も 「個 々の世帯 」の立地行動 が確定 的であ ること等 を考慮 し、 そ
の結果、 最大期待効用 を用 い た交通便益定義が 交通 プ ロジェク トによる便益 と し
て適切 であ ることを示 した。
本研究 の理論展 開において簡単化の ため に2都 市モデルに7っ の仮定 をおいた
が、 特 に仮 定(6)1[世帯 の住み替 え費用 はゼロである]および仮 定(7):[2つの
都市 の総 人 口は一定 である]の2仮 定 は非現実 的であるため、 本 理論 を一般的 に拡
張す る際 には これ らに よる影響 にっいて検討す る必要 がある。仮定(6)が成立 し
ない場合、 世帯の住 み替え行動 にブ レーキ がか か り、 住 み替 え量 が減少す る。 し
か し、 住 み替 え費用 を所得 に組み込み、 前述の便益定 義 に従 って交通便益 を定 義
す る と、 当該費用 の有 無に関係な く同 じ交通便 益計測 モデルが誘 導 されるこ とが
示 される。
一 方、 仮定(7)が成 立 しな い場合、 す なわち都市 圏内外の交流(人 口の流 出入)
があ る場 合 には、 式(3.2.1.a)の立地均衡条件 式の不成 立 より、 本理論 が成 立 しな
くな る。 この とき、 式(3.2.1.a)の条件 式に先立ち、 都 市圏内の交通 サー ビス レベ
ルを説 明変数 とした総人 口供給関数、 および総 人口 と交通サ ービス レベルを説明
変数 と した均衡効 用 レベル関数(総 人 口需要 関数の逆関数)を 設定 する ことによ
り、 この問題 に対 処で きるもの と考 え られる。 したがって、 これ らの仮定は本理
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第4章 ラ ン ダ ム 効 用 理 論 に よ る
交 通 便 益 計 測 モ デ ル
4-1緒 言
本 章 で は、 交 通 プ ロ ジ ェ ク トの 便 益 計 測 に対 す る シ ョー トカ ッ ト法 を提 案 す る。
こ の シ ョー トカ ッ ト法 とは、 あ る プ ロ ジ ェ ク トの総 便 益 を計 測 す る際 に1市 場 の
情 報 の み を必 要 とす る 方法 で あ り、 した が っ て プ ロ ジ ェ ク ト評 価 に お い て 大 変便
利 な 便 益 計 測 手 法 で あ る。 交 通 プ ロジ ェ ク トの 便益 計 測 に お いて は、 そ の効 果 が
直接 現 わ れ る 交 通 市 場 か ら得 られ る情 報(す な わ ち 交通 サ ー ビス レベ ル や 交 通 需
要 量 の 変 化)の み を知 れ ば よ く、 他 の 市 場 の情 報や 人 々 の効 用 関 数 を 知 る 必 要 が
な い。
こ れ ま で の 便 益 計 測 に関 す る研 究 に お い て、Boad。鴨y(1975),Les。urne(1975),
Wheaton(1977)は、Alonsoタイ プ のmonocentric-closed都市 モ デ ル を 用 いて 次 の こ
とを 示 した。 す な わ ち、 小 規 模 な 交通 改 善 の場 合 に は、 社 会 的純 便 益 を
Σ(世 帯 の 効 用 関 数)/(所 得 に 関 す る 限界 効用)
で 定 義 す る こ と に よ り間接 便 益 が キ ャ ンセ ル さ れ、 また、 そ の社 会 的 便 益 を
(初期 交 通量)x(単 位 トリ ッ プ当 りの 交 通 費 用 節 約)
で 計 測 で きる こ とを 示 した。 また、KanemotoandMera(1985)は、 た とえ大 規 模 な
交 通 改 善 の 場 合 で も、 社 会 的 純 便 益 がMD(Harshall-Dupuit)で定 義 さ れ る な らば
社 会 的便 益 は 交 通 需 要 関数 だ けの 消 費 者 余 剰 で 計 測 さ れ、EV(EquivalentVari
atiQn)やCV(CompensatingVariation)で定 義 さ れ る場 合 は その 限 りで は な い こ
と を 示 した。 明 らか に、KanemotoandNeraの理 論 の問 題 点 は社 会 的 純 便 益 の 定 義
に あ る。 まず、 そ の 定 義 はMDの 積 分 経 路 依 存 性 に悩 ま され、 さ ら に費 用 便 益 分
析 の 最 終 目的 とい わ れ てい るKaldor-Hicksの補 償 基 準 と一 致 しな い。 本 章 で は、
Gorman型効 用 関数 にEVの 定 義 を適 用 す る こ とに よ り、 シ ョー トカ ッ ト法 が 一般
規 模 の 交 通 改 善 に よ る便 益 を計 測 す る の に適 して い る こ と を示 す。
一 方、PinesandWeiss(1982),佐々木(1984)は、Wheat。nの手 法 を 交 通費 用 変
化 以 外 の 交 通 改 善 の 評 価 に は適 用 で き な い こ と を示 した。 も しあ る プ ロ ジェ ク ト
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が交通費用 だけでな く交通時間 をも減少 させ るな らば、 時間 節約 もまた交通 需要
を変化 させ るので、 プ ロジェク トによる便 益は
(初期 交通量)×(単 位 トリップ当 りの交通 費用節約)
には等 しくな らない。 また、 貝山(1988)は、Alonso-Wheatonモデ ルを2都 市 モデ
ル に拡張 し、 都市 間に人口移 動がある場 合 には社 会的便 益が 直接便 益の みで計 測
で きる とは限 らな いこ とを示 した。 しか し、 本研 究では、 前 述の ような ショー ト
カ ッ ト法 の利 便性 を考慮 し、 交通 市場 の情 報(交 通 サー ビス レベ ルや 交通需要量
の変化)の みを必要 とする便益計 測モデルを提案す る。 なお、 本 モデルは多地域
一般 均衡理論 の枠 組み で構築 されるの で、 本モデ ルに よって計測 される便益 には
すべての波及効果 が含 まれて いる。
同時 に、 本 章では、 ショー トカッ ト公式 の誘導過程 におい て便 益の発 生→転 移
→帰 着項 目を整理 し、 それを一覧表(帰 着便 益連関表)に ま とめる。 この連 関表
は部 門別 項 目別 の帰 着便益を明確 に示 して お り、 プ ロジェ ク トの社 会的効率性 や
公平 性の判定 に用 いる ことがで きる。
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4-2交 通 プ ロ ジ ェ ク トの 効 果
本研 究で取 り上げ る交通 プ ロジ ェク トの 内容 は、 交通費用pDO,p'oo,交通時
間t。Dなどの交通 サー ビス レベルの改 善 とす る。 そ して、 交通 プロジェク トの効
果 は、 第2章 で扱 っ たような社 会経済フ レーム を通 じて、 以 下の ように して社 会
経済 を構成す る個 人の効用 の増大 と して捉 えるこ とが できる。
交 通プ ロジェ ク トは、 直接 的に利用 者の利便性(交 通条件)を 高 める。 通 勤 ・
通学 ・私用 ・帰 宅 目的 で利用 する個人(世 帯)に とっては住 環境 が向上 し、 その
結果 と して効用 が増大 する。 業務 目的で利用す る私企業 に とって は生産性 が向上
し、 さ らに生産 性の 向上は市場 メカニズム を通 じて間接 的に個人 の効用 の増 大を
もた らす。 不 在地主 については、 交通条件の 向上による立地 需要 の増 大を受 けて、
市場 メカニズムを通 じて土地 価格 を上昇 させ る。 これは直接 的に個 人の効用 の減
少お よび企 業の生産性 の低 下 をもたら し、 さ らに後者 は上述 のように個 人の効用
の減少 をもた らす。 また、 不在地主が利用者で ある場合 には、 個 人 と同様に、 利
用 者 と しての地主(す なわち個人)の 効用 が増 大す る。政府 にっ いては、 政 府活
動 における交通環境 の向上だ けで はな く、 生産性 の向上 と所 得の増大 により税収
の増大 を もた らす ので、 政府 による公共サ ービスが さらに向上 し、 その結果 とし
て個 人の効 用が増 大す る。 交通企 業につ いては、 公企 業の場 合 には政府の一部 門
と して捉 え、 また私 企業で ある場合 には上述 の私企 業の一っ と して捉 えて交通 条
件の 向上 による効 果 を考 える ことができる。
したが って、 本研究 では、 交通 プロジェ ク トによる便益の源泉 を利用者(世 帯
お よび不在地 主)の 効用の上 昇分 として捉 え、 第2章 で構築 した社 会経 済モデ ル,
お よび第3章 で定 義 した交通便益 に基づいて便益計測モ デルを構 築す る。
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4-3交 通 プ ロ ジ ェ ク トに よ る 便益
4-3-1世 帯 の便益
本 研究では、 等価 的偏差EVの 概念 に基 づいてプ ロジ ェク ト便 益を定 義 して い
るため、 世帯の便 益は世帯効 用の変化 に起 因す る。 一方、 世帯効用 の変化 は必ず
しも交通 サー ビスの変化だ けに起 因す るものではな く、 また世帯 の住 み替え行動
は交 通サー ビスに対 す る効用 の変化のみな らず 各々の ラ イフステ ー ジにおける効
用関数 の変化 によって も生 じる。 ここでは、 プロ ジェク ト有(あ るいは無)の 立
地状態 を交通 プロジ ェク トが実施 され る(あ るいは実施 されない)場 合の住 み替
え行動 の均衡状態 とし、 また交通 プロジェク トに よる世帯便 益を プロ ジェク ト有
無 におけ る世帯効用 レベルの差分 を貨幣 ターム で評価 したもの とす る こ とによ り、
便益計測 をwithandwithout分析 で行 う。
第3章 で述べ た とお り、 ラ ンダム効 用 にお いてはプ ロジェ ク ト有無 にお ける各
世帯 の確 定効用の差分 をその まま貨幣換算す る ことによって便 益 を定 義す るこ と
はで きな いので、 世帯 便益を最大期待 効用 の変化 に基づ いて定義す る。 ここで、
居住地i・ 勤務地hの 世帯 の最大期待 効用 レベ ルを表す満 足度関数Sih[・]は、





V:間 接 効 用 関 数 ベ ク トル
Vq,;h:居住 地i・ 勤 務 地hの 世帯 が住 み 替 え な い場 合(A)の 効用
VB,ih:居住 地i・ 勤 務 地hの 世 帯 が 住 み 替 え る 場 合(B)の 効 用
ω1:ラ ン ダ ム効 用 の誤 差項 の 分 散 パ ラ メ ー タ
この とき、 等価 的偏差EVの 概念 に基づいて便 益を定義 する と、 世帯 便 益は次 式
を満 足す るEV出の値 で与え られる。
Slh[Vb】=Sih[Pzδ,qha,ra,whth・,Ωh・+EVlh】 (4.32)
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式(4,3.2)の右 上 添 字aお よびbは 、 そ れ ぞ れ プ ロ ジ ェ ク ト無 お よ び 有 の 状 態 を示
す。 式(4,3.2)は従 来 の確 定 効 用Vに よ る定 義 で は な く、 プ ロ ジ ェ ク ト有 の 期 待 効
用Sih[Vb]を 維 持 す る と い う条 件 の も とで プ ロ ジ ェ ク トに よる効 用 の 変 化 を諦 め
る た め に世 帯 の 必 要 と考 え る最 小 補 償 額EVで 便益 を定 義 して い る。 この 期 待 効
用 は、 実 際 に特 定 の 世 帯 が 特 定 の 地域 に 立 地 して い て も 立 地 して い な くて も 一 定
の値 を と る。 この ため、 式(4.3.2)は、 特 定 の 地 域 の立 地 条 件 の 向 上 は その 地 域 に
立 地 す る 世帯 の み な らず立 地 しな い世 帯 に も そ の地 域 を 利用 可 能 にす る とい う立
地 機 会 の拡 大 に よ る便 益 の定 義 で あ る。
式(2.3.4.b)を式(4.3.2)に適 用 して、EVIhにっ い て 解 く。 こ こで、 住 み替 え な
い場 合 の 効 用Vq,ihは 当該 居 住 地 の立 地 効 用 と住 み 替 え に対 す る閾 値 δ。で与 え、
一 方、 住 み 替 え る場 合 の 効 用VB-hは 住 み 替 え 代 替 え 案 か ら得 られ る最 大期 待 効








































したがって、 世帯便 益の合計REVは次の よう になる。
REV=ΣiΣhEVihNih(4.3.8)
式(4.3.8)によって計測 される便益REVは、 交通 プロ ジェク トによる世帯 効用 の上
昇分 を貨 幣タームで評 価 したものであ る。
4-3-2不 在地 主の便 益
不在 地主便 益 にっ いても、 世帯便益 と同様 に、 等 価的偏差EVの 概念 に基づ い
て立地 に関す る効用 の変化か ら計測す る。 この とき、 不在地 主の立地 行動 は確定
的、 かっ、 そ の効用 関数 は世帯の効用 関数 と異なって ラ ンダム変数 を含 まない も
の と仮 定 して いるので、 不在地 主便益は教科 書通 りに次 式を満足 す るEV㌔で与 え
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ら れ る 。
V'h[Kh,Pzb,rhb,Rhb,Ω ㌦b]
=Vlh[K. ,pza,rh∂,Rh㍉ Ω'h司+EV'h](4.3.9)
式(4・3・9)の 右 上 添 字aお よ びbは 、 そ れ ぞ れ プ ロ ジ ェ ク ト無 お よ び 有 の 状 態 を 示
す 。 こ こ で 、 式(4.3.9)をEV'hに つ い て 解 く 。









したが って、 不在地 主便 益の合計LEVは次の ようになる。
LEV=ΣhEV'h(4.3.12)
式(4.3.12)によっ て計 測 さ れ る便 益LEVは、 交 通 プ ロ ジ ェ ク トに よ る 不 在 地 主 効 用
の 上 昇 分 を貨 幣 タ ー ム で評 価 した もの で あ る。
4-3-3社 会 的純 便 益
交 通 プ ロ ジ ェ ク トに よる社 会 的 純便 益SNBの源 泉 を 世 帯効 用 と不 在 地 主 効 用 の上










こ こ で、 式(4.3.13.b)で定 義 した 便益 を計 測 す る方 法 は2っ あ る。 第1は 式(4.3
.13.b)をそ の ま ま用 い る方法 で あ り、 第2は 式(4.3.13.b)を消費 者 余 剰 の形 に展
開 して用 い る 方 法 で あ る。
第1の 方 法 は 関 数vの 特 定 化 に依 存 す る。SmallandRosen(1981)は、vが 一定
の 値 の とき にLogitモデ ル よ り推 定 さ れ る効 用 関数 を用 い て、 式(4.3.13.b)が推 定
可 能 で あ る こ とを 示 して い る。 ま た、 林 ・土 井(1988)(1989)は、 式(4.3.13.b)に
お い てv己=1と し、 効 用 関数 を地 代 に 関す る線 形 関 数 に して い る。 さ らに、 資 産
価 値 法 で は、 全 て の便 益 が地 主 に帰 着 す る とい う仮 定 に基 づ くの で、 世 帯 便 益 は
ゼ ロ とな り、 式(4.3.13.b)の第1項 を ゼ ロ と最 初 か ら仮 定 して い る こ と にな る。
この よ う に、 第1の 方 法 は、Gorman型の 中 で さ らに 効 用 関 数 をい か に 特 定 化 す る
か が 問 題 とな る。 この とき効 用 関 数 と して 最 小 限満 足 して い な け れ ば な らな い性
質 が あ る。 そ れ はRoゾsldentity[Varian(1984)]として知 られ て い る もの で あ
り、 間 接 効 用 関数 と需 要 関 数 との 間 に成 立 す る 関係 式 で あ る。 この 関 係 式 は、 間
接 効 用 関 数 か ら導 か れ た種 々の 需 要 行 動 が 実 際 の 行 動 に 一致 して い る か 否 か の検
討 を す る際 に役 立 つ。 しか し、 通 常 な さ れ て い る よ う な 立地 条 件 に 関 す る線 形 の
効 用 関 数 を仮 定 す る と、 その 効 用 関数 にR。y'sIdentityを適 用 して 得 ら れ る 交通
需要 量 や 土 地 需要 量 は現 実 か ら大 き く乖 離 して しま う。 また、 そ の よ う な性 質 を
も っ 効 用 関数 形 を 仮 定 して も、 交 通 サ ー ビ ス(た と え ば 時 間 距 離)と 地 代 の よ う
に、 重 共 線 性 が 発 生 し易 い要 因 が あ る た め、 係 数 の 推 定 値 も 不安 定 と な る。 した
が っ て、 便 益 計 測 値 の 信 頼 性 を落 とす こ とに な る。
以 上 の 問題 点 を 解 決 す る た め に は、 効 用 関 数 を 直接 推 定 す る の で は な く、 居 住、
交 通、 土 地 需 要 と い う 実際 の 行 動 結 果 か ら便 益 を計 測 す る理 論 とそ の 方 法 を 開 発
す る 必 要 が あ る。 こ の 方 向 の計 測 理論 が 本 研 究 の提 案 す る 方 法 で あ る。
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4-4交 通 プ ロジェク トの帰 着便益連 関表
式(4.3.13.b)で定 義 した便 益 を 世帯 お よび 不 在地 主 の 行 動 の 関 数 で表 現 す る。
まず、 式(4.3.13.b)の第1項 は、(aS/av)ニPな る関 係 よ り、 次 の よ う に 変














式(4.4.1)の積 分 記 号 は状 態aか ら状態bへ の 効 用 関 数V」,ihに関 す る線 積分 を示

















式(4.4.2)にRoy'sIdentityを適 用 す る と世 帯 便 益REVは次 の よ う にな る。






式(4.4.3.a)の線 積 分 φの 中 は、 居 住 地i・ 勤 務 地hの 世 帯 便 益 が住 み 替 え確 率 で
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重 み 付 け さ れ た 住 み替 え後(プ ロ ジェ ク ト有 無 の 両 場 合)の 交 通 需 要 お よび 住 宅
地 需 要 に 関 す る余 剰 で 計測 で き る こ と を示 して いる。 ま た、 式(4.4・3・a)の誘 導 に
際 し、 市 場均 衡 値Wht・ ・お よびr、 は そ れ ぞ れ ゾー ンjと 立 地 競 合 す る ゾー ンk
に お け る市 場 均 衡 値Wht・ ・お よびr、 の関 数 と して 与 え られ る こ とか ら、 次 の 関








こ こ で、 式(4.4.3.a)中のdqh。Dを 改 め てdqhoD≡dp。o+whdtooと 再 定 義
す る。 また、 同 じ勤 務 地hの 世 帯 であ って も所 得 Ωhは 異 な る が、Gorman型効 用 関
数 を 仮 定 して い る た め にそ の 集 計 化 は簡 単 で あ り、 式(2.3.4.b)のΩhをhに 関 す
る グ ル ー プ全 体 の 所 得 に置 き換 え た効 用 関 数 を 用 い れ ば よい。 こ れ と 同 じ意 味 で
あ るが、 式(2.3.4.b)のΩhに 対 しそ の グ ル ー プ の 平均 値 を用 い て、 こ れ に世 帯 数
Nlhを乗 じて も よ い。 この とき、 式(4.4.3.a)の世帯 便 益REVは、 次 式 で 表 現 で き
る。
・・V・ レ ・ ・Σ ・N・ ・[V](一 ・ ・hd・ ・一 Σ ・Σ ・x・h・・d・ …
一a」hdrj十 皇 」hdwh-2whdt」h十dy・-dg) (4.4.5)













式(4・4・7)にRoylsIdentityを適用 す る と不 在 地 主 便 益LEVは次 の よ う に な る。
LEV-L
、Ψ ・ ・(一 ・,・d・ ・+k・d・ ・+K・dR・+・ ・,・-dg,)
(4.4.8)
した が って、 式(4.4.5)およ び 式(4.4.8)を式(4.3.13.a)に代 入 す る こ と に よ り、
社 会 的 純 便 益SNBは次 の よ うに な る。
SNB= §Ψ(一 Σ 」ΣhN」hz」hdp、 一 Σ 」ΣhΣoΣDN」hx」hoDdqh。Da→b
一 Σ 」ΣhN」ha .」hdr」 十 Σ 」ΣhN」h£jhdWh
一 ΣjΣh2Njhwhdt」h十 ΣjΣhN」hdyh
一 Σ 」ΣhNjhdg一 Σhz'hdpz十 Σhkhdrh
十 ΣhKhdRh十 Σhdy'h一 Σhdg')(4.4.9)
こ こで、 式(2.3.9.a)に包 絡 線 定 理[Varian(1984)]を適 用 し、 す べ て の私 企 業 に
つ い て 合 計 す る こ とに よ り次 式 が 得 られ る。
ΣhMhdnh=ΣhMh(Zhdpz-AhdRh一 Σ 。 ΣDXhoDdp'oo
-Lhdwh-dG)一 ΣhΣj2N」hdp」h(4 .4。10)
式(2.4.1.c)～(2.4.1.e)より 、 式(4.4.10)は次 の よ う に 変 形 さ れ る 。
ΣjΣhN」hdy・ 十 Σhdy,h十 Σ1ΣhNjh旦jhdw・ 一 Σ 」ΣhNlhzlhdp,
一77一
一 ΣhZ,hdP z
ニ ΣhMh(-AhdRh一 ΣoΣDXhoDdp1。D-dG)一 ΣhΣ 、2N、,dp」h
十(C十1)dpこ(4。4.11)
ま た 、 式(2.4.1.f)お よ び 式(2。4.1.g)より 次 式 が 得 ら れ る 。
Σ 、ΣhΣoΣDNjhxjh。DdpoD十 ΣhΣ 。ΣDM,XhGodp'oD
十 ΣjΣh2N」hdp」h-△C-△1-△SL=0(4.4.12.a)
Σ 」ΣhNjhdg十 ΣhMhdG十 Σhdg'十 △SLニ0(4.4.12.b)
式(4.4.12.a)およ び 式(4.4.12.b)を式(4.4.11)に代 入 し、 そ れ を 式(4.4.9)に 代 入
す る こ と に よ り 次 式 を 得 る 。 こ の と き 、 合 成 財 価 格p、 を1と 仮 定 し、dp・=0
と す る 。
SNB-k(一 Σ ・Σ ・Σ ・Σ ・N・ ・x・ …d・ … 一 Σ ・Σ ・2N・ ・w・dt・ ・
<1>
一 Σ 」ΣhNjhajhdrj一 ΣjΣhNjhdg
<2>〈3>
一 ΣhΣ 。ΣDMhXhoDdp'oD一 Σ 」Σh2N」hdp」h一 ΣhMhAhdRh
〈4>〈5>






〈9>のつ づ き 〈10><11>〈12>




式(4.4.13)の意 味 を 理 解 す る ため に、 任 意 の1項(〈2>)を図 示 す る(図4.4.1)。
項 く2>は図4.4.1中の 斜 線 部 に相 当 し、 住 宅 地 サ ー ビ スの 消費 者余 剰 を 意 味 す る。
こ こ で、 図 中 のa-b間 は 直線 で結 ば れ て い る よ う に見 え る が、 この 線 形 は 住 宅
地 代r、 以 外 の 諸 変 数 の 変 化 に も依 存 す る。 しか し、 こ こで は便 益計 測 式 が 式(4.
4.1.b)および 式(4.4.6)で与 え られ る こ とに よ り計 測 値 が 積 分 経 路 に 依 存 しな い た
め、KanemoヒoandHera(1985)とは 異 な っ て 積 分経 路 依 存 の 問 題 を避 け る こ とが で
き る。
式(4.4.13)の項<1><2><3>,〈4>〈5>〈6>,〈7>〈8>,〈9>〈10><11>〈12>,<13>〈14>は
そ れ ぞ れ 世 帯,私 企 業,不 在 地 主,交 通 企 業,政 府 の 帰 着 便 益 を表 して い る。 こ
れ らの帰 着 便 益 を 一 覧 表 に 整 理 した も の が 表4.4.1に示 す 帰 着 便 益 連 関 表 で あ り、
この 表 に よ り便 益 の 発 生 → 帰 着 構 造が 一 目で わ か る。 表 中の 最 下 欄(縦 の合 計)
は部 門 別(世 帯,私 企 業,不 在 地 主,交 通 企 業,政 府)の 帰 着 便 益 を 示 し、 最 右
欄(横 の 合 計)は 項 目別(交 通,土 地,運 賃収 入,運 営 費 用,投 資,補 助,税)
の帰 着 便 益 を示 す。 こ こで、 交 通 企業 お よび 政 府 の帰 着 便 益 は、 そ れ ぞ れ 式(4.4
.12.a)および 式(4.4.12.b)よりゼ ロで あ る。 ま た、 土 地,補 助,税 の項 目の 帰 着
便 益 は、 各 々収 支 関 係 に よ りゼ ロ で あ る。 さ ら に、 表4.4.1の総 計 は 交 通 プ ロ ジ ェ
ク トの 社 会 的純 便 益SNBを示 し、 項 〈1>〈4>〈9>〈10><11>で表 さ れ る こ とが わ か る。
これ らの 項 は、 交 通 市 場 か ら得 られ る情 報 ば か りで あ る。
図4.4.1の帰 着 便 益 連 関 表 を用 い る と、 項 目別帰 着 便 益 間 の比 較 お よびSNB値の
大 き さ よ り交 通 プ ロ ジ ェ ク トの社 会 的効 率 性 が、 ま た部 門別 帰 着 便 益 間 の 比 較 よ
りそ の 社 会 的 公 平 性 が そ れぞ れ検 討 で き る。 さ らに、 式(4.4.13)にお い て地 域 に
関 す る Σ を ま とめ る こ とに よ り地 域別 帰 着 便 益 連 関 表 を作 成 す る こ と も で き る の
で、 地 域 間 の 公 平 性 の 検討 も 可 能 であ る。 こ こ で、 効 率 性 の 検討 にっ い て は 費用
便 益 分 析(経 済 分 析)や 収 支 分 析(財 務 分 析)を 通 じて そ の 判 定 基 準 が 確立 され
て い る が、 公 平 性 の判 定基 準 につ いて は ま だ確 立 さ れ て いな い。 後 者 の 確 立 に よ
り、 帰 着 便 益 の 集 中 を 是正 す る方 策 と して例 え ば 「集 中 部 門 へ の 課 税 」の よ う な
開 発 利 益 還 元 方 法 を提 案す る こ と も可 能 で あ る た め、 こ こで 提 案 す る 帰 着 便 益 連
関 表 は プ ロ ジ ェ ク トの 財源 問 題 の 検 討 に も 貢 献 で き る も の と期 待 され る。
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表4.4.1交 通 プ ロ ジ ェ ク トの 帰 着 便 益 連 関 表
部門
項目
世 帯 私 企 業 不在地主 交通企業 政 府1 合 計
交 通 〈1> 〈4> 〈1>+〈4>
土 地 〈2> <5> 〈7> 0
運賃収入 〈9> 〈9>
運営費用 〈10> 一 △C
投 資 〈11> 1一△1
補 助 <12> <13> 0






〈7>÷〈8> 0 0 S麗B












図4.4.1住 宅 地 サ ー ビ スの 消 費 者 余 剰
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4-5交 通 便 益 の シ ョー トカ ッ ト計 測 モ デ ル
4-5-1社 会 的 純 便 益 の シ ョー トカ ッ ト型
4-4の議 論 よ り、 交 通 プ ロ ジ ェ ク トの 社 会 的純 便 益SNBのシ ョー トカ ッ ト型 は次
式 で 与 え られ る。
SNB一 レ{一 Σ ・Σ ・Σ ・Σ ・N・ ・x・h・・(・ …D-d…)
一 ΣjΣh2Njh(dq,」h-dp」h)一 △C-△ 工}(4 .5.1)
式(4.5.1)中の Ψ 以 外 の各 変数 は 交 通 市 場 に お い て 観 察 し得 る が、 Ψ を 知 る た め に
は 効 用 関 数 を 特 定 化 しな け れ ば な らな い。 こ の 点 を 避 け る た め、 以 下 にHcKenzie
(1983)の提 案 した 方法 を修 正 したTaylor展開 に よる 近 似 式 を提 案 す る[森 杉 ・大
野 ・宮城(1991)]。まず、 プ ロ ジ ェク ト無 の 状 態{qh。D日}から有 の 状 態{qhODb}
ま で の任 意 の 積 分 経 路 を{qhOD[σ]=pOD[σ]+WhtOD[σ]10≦ σ ≦1}で 表 す。





式(4.5.2.a)およ び 式(4.5.2.b)を式(4.5.1)に適 用 す る と、 次 式 が 得 ら れ る 。
SNB=
1Ψ 〔一 Σ・Σ・Σ・Σ・N・・X・h・(llhO"llOD)
一・・Σ・2N・÷ ÷h)一 △C-△ ・〕・・ (4.5.3)
式(4.5.3)の値 は積 分 経 路 に依 存 しな い の で、 直線 経 路 を設 定 す る。 こ れ よ り、 σ
















式(4.5.4.a)を式(4.5.3)に適 用 す る こ と に よ り、 次 式 が 得 ら れ る 。
1
SNB=Ψ{一 Σ 」ΣhΣ 。ΣoN」hXjh。D(△qh。D-△P。D)
0
一 Σ 」Σh2Njh(△qhjh-△p」h) 一(△C十 △ 工)}dσ(4 .5.5)
式(4.5。1)→式(4.5.5)の変 形 は、 線積 分 が 積 分 経 路 に依 存 しな い とい う性 質 を利
用 した線 積 分 → 定 積 分 の変 形 で あ る。 さ ら に、 式(4.5.5)の定 積 分 を 展 開 す る た め
に は 変 数 Ψ,Njh,XjhODの σに 対 す る 関 数 型 を知 る必 要 が あ る が、 そ の よ う な
煩 雑 さを 避 け る た め に 以下 でTaylor展開 に よ る近 似 を試 み る。
4-5-2Taylor展 開の2次 近 似 型
式(4.5.5)中の σの 関数 Ψ,NjhX」hoo,Njhを プ ロ ジ ェ ク ト無 しの状 態 の まわ
りでTaylor展開 す る。 この とき、NjhXjhODを同一 世 帯 グ ル ー プ の 交 通 需 要 関数
と見 な し、1変 数 と して扱 う。 そ れ ぞ れ のTaylor展開 の第2項 まで を示 す と次 の
よ う に な る。










こ こ で 、 式(4.5.6.a)～式(4.5.6.c)のdΨ/dσ,d(Njhxjh。D)/dσ,dN,h


















式(4。5.7.d)よりΨ 己=1で あ る こ とが わ か る。 本 研 究 で は 理 論 展 開 の 簡 単 化 の た
め にqhooは 関 数v(す な わ ち Ψ)に 含 まれ て い な い が、 こ こで は 一 般 性 を 保 っ た







、1、 〔ili・i;liliOD… … 連鎖微分(・・…h)
一
,1,〔 一Ψ・・Σ・x・h・・1… ・・暉 ・一(一)
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上 式 に お い て、 任 意OD間 の 交 通 需要 に対 す る 当該OD間 以 外 の 一 般 化 交 通 費 宙
の 影 響 は 当 該OD間 費 用 の 影 響 に比 べ て無 視 で き るほ ど小 さ い場 合 を 想 定 して い
る。 式(4.5.7.b),式(4.5.8.a),式(4.5.8.b)および Ψaニ1よ り、 式(4.5。6.a)～
式(4.5.6.c)は次 の よ う に変 形 さ れ る。





la△ ・ …(・ ・・・…)
(4.5.9.c)
式(4.5.9.a)～式(4.5.9.c)を式(4.5,5)に適 用 す る と、 社 会 的純 便 益SNBに関 す る




【以 上、1次 微係 数 】
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一i・ ・Σ・Σ・Σ・〔i讐 …;x』h.D)r△・…(△ … 一 △…)





【以上、2次 微係 数 】
・1・ ・Σ・Σ・Σ・〔ilih.D〕 己△ ・…
・{・ ・Σ・Σ・Σ・〔i讐 …;xJh.D)〕a△…D(△ … 一 △ ・・D)
+・ ・Σ・2〔ilii
、 〕a△…h(△ …h-△ …)}
【以 上、3次 微係 数 】
(4.5.10)
式(4.5.10)より、Taylor展開 の2次 近 似 型 に は3次 ま で の微 係 数 が 含 ま れ て い る
こ とが わか る。 こ こで、 式(4.5.10)の1次微 係 数 の み を 含 む 部 分 は、Boadoway,
LeSQurne,Wheaton等が示 した 交 通 改善 の社 会 的 純 便 益=(初 期 交 通 量)×(単 位 ト
リ ッ プ の 交 通 費 節 約)に 相 当す る。
4-5-3Taylor展 開 の3次 近 似 型
4-5-2と同 様 に して 式(4.5.5)中の σ の 関 数 Ψ,Njhxjh。o,NjhをTaylor展開
し、 そ れぞ れ の第3項 まで を示 す と次 の よ う に な る。




N・ ・X、 ・oo≒{式(4.5.6.b)の 右 辺}+-
2 〔 、。,
d2(N、hX、h。D)






(4.5.8.b),なら び に 関 数qh。D[σ]の2階 微 分 に 関 す る 条 件 式(4 .5.4.b)を上 式 に















式(4.5.12.a)にお い て 、 式(4.5.8.a),式(4.5.8.b)の誘 導 の 際 と 同 様 に 、 交 通 需
要 に 対 す る 当 該OD間 以 外 の 交 通 費 用 の 影 響 は 無 視 で き る ほ ど 小 さ い 場 合 を 想 定
し て い る 。 式(4.5.7。b),式(4.5.8.a),式(4.5,8.b)およ び Ψa=1よ り、 式(4.5
.6.a)～式(4.5.12.a)～式(4.5.12.c)を式(4.5.5)に適 用 す る と 、 社 会 的 純 便 益SN
Bに 関 す るTaylor展 開 の3次 近 似 型 が 得 ら れ る 。
SNB={式(4.5.10)の1次微 係 数 の み を 含 む 部 分}
【以 上、1次 微係 数 】
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+{式(4.5.10)の2次微 係 数 の み を 含 む 部 分}
【以 上、2次 微 係 数 】
+{式(4.5.10)の3次微 係 数 の み を含 む部 分}
÷ ・Σ・Σ… 〔i葦ll;x'h.0)r(△・…)・(△・… 一△ …)
-1・ ・Σ・2〔i讐i;









・{・ ・Σ・Σ・Σ・〔i等1…;x'hOD)〕a(△…D)・(△ ・… 一△ …)




・{・ ・Σ・Σ・Σ・〔i讐 …ix』h.D)}0△・…(△ …D-△ …)















【以 上、5次 微 係 数 】
(4.5.13)
式(4.5.13)より、Taylor展開 の3次 近 似 型 に は2次 近 似 型 に加 え て5次 まで の 微
係 数 が 含 まれ て い る こ とが わ か る。
4-5-4各 近似型 の比較検討
以 上の式展 開 より、Taylor展開の2次 近似 型 には3次 までの微係数 が含まれ、
3次 近似 型 には5次 までの微係数 が含 まれてい ることが わか った。 しか し、 森杉
・林 山 ・小島(1986)の数値計算例 よ り、3次 以上の微係数部分 は全体 のSNBに対 し
て無視 で きる ほ ど小 さい値で あるこ とが推測 されるため、Taylor展開 の2次 近似
型 と3次 近 似型 はほぼ 同値 のSNBを与 えるもの と考 え られる。
ここで、 交通需要 関数N」hXjh。ロ(自由交通)お よび2Njh(通勤交通)が交 通プ
ロジ ェク トに よるqhO。の変化 区間 にお いて局部 的に線 型であ る場合 には、 式(4.
5.13)は次の ようになる。
SNB=一 ΣjΣhΣoΣD{(N」hxjhoD)a十(NjhxjhoD)b}(△qhoD-△poD)
一 ΣjΣh2{Njha十Njhb}(△qhjh-△pjh)一(△C十 △ 工)
【以 下 、 省 略 】
(4.5.14)
式(4.5.14)に示 した 部 分 は、 上 述 の 条件 で 式(4.5.10)の2次微 係 数 を含 む部 分 の
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第2項 までを変形 して まとめたものであ り、 社 会的純便 益の消費 者余剰型を 表 し
てい る。 上述 の数値計算例 より、 この消費 者余剰型 もまたSNBの近似 値 を与 えるも
の と推測 される。
4-6結 言
本章 で構 築 した交通便 益計 測モデルは、 交通 プロジェク トに よる社 会経済 変化
予測 と便 益計 測 を整台 的に行 うことを 目的 とし、 一般均衡理 論 に基づ い た社 会経
済モ デル[第2章 で構 築]と ランダム効用理論 による交通便 益定 義[第3章 で提
案]に 基づいて いる。 したがって、 一般均衡理 論 に基づ いてい るこ とよ り、 交通
プロジェ ク トの 直接効 果のみな らず波及効果 を も含ん だ形 で便益 を計測 する こ と
がで きる。
本 モデル に対 して シ ョー トカッ ト法 を適用 す ることよ り、 交通 プロジ ェク トの
社会 的純便益 を計 測す る際 には交通市場 の情 報(交 通サ ー ビス レベ ルや交通 需要
量 の変化)の みが必要 とな り、 迅速かつ効率 的 に便益計測 を行 うこ とがで きる。
なお、 モデ ル構築 の過程で、 便益 のシ ョー トカ ッ ト計測 を証 明す るため にG。rman
型効 用関数 を仮定 して理論展開 したが、Gorman型以外 の効用 関数 に対 しても同様
の結 論が導 かれる もの と予想 される。 また、Taylor展開の2次 近似 型お よび3次
近似 型 を誘導 して消費者余剰 型へ の近似度 合 を示 したが、 これ らの近似 型に含 ま
れる3次 以上の微係数部分 は全体 の便 益 に対 して無視 で きるほ ど小 さい ことが数
値計算例 より推測 され るので、 それ以上の高次 近似 の必要性 はな いもの と判 断 さ
れ る。
一 方、 本モデ ルを展 開 し、 交通 プロジェク トによる地域別 ・部 門別 ・項 目別 の
帰着便 益 を一 覧表(帰 着便益連関表)に ま とめた。 本表 の表示 内容(地 域別 ・部
門別 ・項 目別 の帰 着便益)よ り、 交通 プロ ジェク トの社 会的効率性 ・公 平性 の判
定が 容易 であ り、 同時 に、 交通 プロジエク トの財源調達 問題 にかか わる開発利 益
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第5章 交 通 プ ロ ジ ェ ク ト の 便 益 計 測 例
5-1緒 言
近 年・ 大 きな福 祉効 果を期 待 される交通 プロジェク トであって も、 大都市圏 を
中心 とす る地価 高騰 か ら生 じた財 源問題 によ り、 実現 されない とい う場合が しば
しばあ る。 この間題 は外部経 済効 果に伴 う便益(特 に、 資産価値 上昇に伴う開発
利益)が 事業者 に還 元されていない ことに よって生 じるもの であ り、 この問題 を
解決 する ため には開発利益還 元に よる財源 確保が必要で ある[伊 東(1987),Haya
shi(1989)]。しか し、 ヨー ロ ッパではかな り以前 より開発利益 にっ いて法 的に規
定 してい るが、 わが国 では
① 開発利 益 の概 念規定
② 〃 発 生時点の特定化
③ 〃 受 益者,受 益地域,受 益規模 の特定化
等 にお ける技 術上 の問題 より、 一部事業(下 水道事業,土 地 区画整理事業等)を
除き、 効果 的 な開発利 益還 元 シス テムは確立 されて いない[芝 原(1991)]。
上 記① の問題 は開発利益 の定義 に依 存す る。 わが国で は明確な定 義が確立 して
いな いが、 「社会資 本投資 の外部経済効 果が、 各個別投資 がなされる地理的位置
に依 存 しなが ら、 ある限 られた土 地の住 民,企 業 に しか及 ぼさない ことか ら起 こ
る関連地価 の上昇分 」とい う定 義が一般的であ ろう[経 済学 大辞典(1980)]。上
記② の問題 は どの時 点(構 想計 画時,事 業認定時,収 用裁決 時,あ るい は事業完
了時)に お け る地価上 昇分 を指 すのか とい うことで あり、 昭和42年(1967)に改正
された土地収用 法で は事業認定時 の価格 と して いる。 しか し、 現 実 には構想計画
時か ら地価上 昇す る場合が少 な くない。 さて、 本章で は、 特 に上記③の問題の解
決を 目的 と し、 第4章 で構築 した便益計測 モデル による地域別 ・部門別 ・項 目別
帰 着便 益の計測手 順 お よび計測結 果を示 す。 そ こで、 ケース ・ス タデ ィと して任
意の交通 プロジェ ク トを取 り上 げ、 ここで得 られた帰着便益 連関表 に基づいて 当
該 プ ロジ ェク トの社会 的効率性 ・公平性 お よび開発利益還 元方策 に関す る検討 を
行 う。
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5-2対 象 地 域 と プ ロ ジ ェ ク ト
5-2-1対 象 地 域 の設 定
本 章 で は、 岐 阜 県 南 部 に位 置 す る岐 阜 都 市 圏(岐 阜 市 周 辺 の32市町 村)を 対 象
に して ケ ー ス ・ス タ デ ィを行 う。1989年現 在、 当該 地 域 の 総 人 口 は1,264,403人、
総 世 帯 数 は366,496戸、 総 面 積 は131,479haであ り、 この うち 中心 都 市 ・岐阜 市 の
人 口 は407,861人で、 当該 地 域 総 人 口の 約1/3を 占 め て い る。 な お、 分 析 に 際 し
て は、 当 該 地 域 を 日常 生活 圏(日 常 買 物 行 動 の 範 囲)レ ベ ル で12ゾー ン に分 割 し
て お く(図5.2.1,表5.2.1)。
表5.2.1ゾ ー ン分 割 表
ゾ ンー番 号 市町村名
1 岐阜市




6 美 濃加茂 市,坂 祝 町,富 加 町,川 辺 町
7 各務原市
8 川島町,岐 南町,笠 松 町,柳 津 町
9 平 田町,輪 之内町,安 八町,墨 俣町
10 神戸町,揖 斐川町,大 野 町,池 田町
11 北 方 町,本 巣 町,穂 積 町,巣 南 町,真 正 町,糸 貫 町
12 高 富町,武 芸川町
一94一
一95一
5-2-2プ ロ ジ ェ ク トの 概 要
便 益 計 測 の 対 象 とす るプ ロ ジェ ク トは、 岐 阜 環 状 線(都 市 内環 状 線:主 要 地 方
道)の 建 設 プ ロ ジ ェ ク トで あ る(図5.2.2)。 全 長25㎞,4車 線(一 部6車 線),
総 建 設 費544億円(1985年現 在 価 値)の 岐 阜 環 状線 は1985年に供 用 開 始 し、 段 階 的
に建 設 が 進 み、2000年に全 線 完 成 予定 で あ る。 な お、 図5.2.2中の 〈・〉は完 成 年 を
表 し、 〈・〉が記 され て いな い道 路 は1980年ま で に完 成 して い る。 こ の 環 状 線 建 設 に





























図5.2.2岐 阜 環 状 線 の概 略 図
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5-3社 会経 済モデ ルの運用 方法
5-3-1運 用手順
本 章で は、 第4章 で構築 した便益計測モデ ル(式(4.4.13)にお ける消費者余剰
型)を 用 いて交通 プロ ジェク トの便益 を計測す る。 その際、 当該 モデ ルへの入 力
デー タ としてプ ロ ジェク ト有無 の両場合の社 会経済 状態を知 る必要があ るが、 こ
れ に対 して便益計測 モデルの誘導 に用 いた社 会経済 モデル[第2章 で構築]を 適
用 し、 プ ロジェク トによる社会経 済変化 の予測 とプ ロジェク ト便 益の計測を統 一
的 に行 う。 便 益計 測の段 階を含 めた社 会経 済 モデルの運用手順(便 益計 測の手順)
を図5.3.1に示 す。 なお、 社 会経済 モデルの適用 に際 し、 操作性 を考慮 してモデル





















図5.3.1便 益計 測 の 手 順
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便益 計測の手順 は大 きく3段 階 に分かれ ている。 前2段 階 では社 会経 済予測 を
行 うが、 市場 均衡 の 「速さ 」の違いに より2段 階 に分 か れている。 第1段 階で は
Slow-Equilibriumの立地均衡 を扱 い、 交通 サー ビスを与 件 と して、 立地 モデル を
用 い て立地量(通 勤OD量)と 地 価を予測 する。 第2段 階で はFast-Equilibrium
の交通均衡 を扱 い、 交通サ ー ビスお よび立地量を与件 と して、 交通 モデ ルを用 い
て交通需要量 を予測す る。 そ して、 第3段 階では、 税率(土 地保有税 率,燃 料税
率)を 与件 と して、 便益計測 モデ ルを用 いてプロ ジェク ト便 益を計測 す る。
この うち第1段 階 における通勤OD量 の予測 にっ いて は、 次 の ような3段 階推
定法 を提案す る(図5.3.2)。図5.3.2の解説 に示す各ス テップは、 就 業者の通勤
パター ンの変化 を次の ように3段 階 に分 けて解釈 したもので ある。
ステッフ。1)企業が各業務地の従業者数を決め る。
ステッフ。2)就業者 が企業の都合(転 勤等)で 仮想的 に勤務地 を替 え る。 ただ し、
居住地 固定 とす る。
ステッフ。3)就業者 が住環境(通 勤時間等)を 考慮 して居 住地 を替 え る。 ただ し、
勤務地 固定 とする。
この解釈 は、 交通 需要予測 に しば しば用 い られ る4段 階推定 法の ように、 予 測を
容易,か っ安定 的に行 うための便 宜的なもので ある。
以 上の手順 のうち、 第1段 階 ・ステッフ。1の業務 立地 モデル,同 ・ステッフ。3の住 宅立
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通 勤OD量 の 予 測 手 順
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〈 図5。3.2の 解 説 〉
【通 勤OD量 の3段 階推定法 】
ステッフ。1)将来 の各 勤 務地 の 従 業 者 数(労 働 需 要量)を 業 務 立 地 モ デ ル に よ り求
め、 現 在 の 通勤OD表(図5.3.2(a))に 代 入 す る。 す な わ ち、 図5.3.
2(b)にお い て斜 線 で 囲 んだ 部 分 が そ れ で あ る。
ステップ。2)将来 の従 業 者 数 を 代 入 した 現 在 の通 勤OD表(図5.3.2(b))に 対 し、
労 働 需 給 バ ラ ンス の 観 点か ら修 正 す る。 まず、 各 居 住 地 の 就 業者 数 の
合 計 が 総 労 働 者 数 に一 致 す る よ う に そ の 誤 差 を比 例 配 分 す る(図5.3.
2(c))。次 に、 各 居 住 地 の 就 業 者 数(労 働 供 給 量)お よび 各 勤務 地 の
従 業 者 数(労 働 需 要 量)を 固 定 して、 通 勤OD量 を 現 在 パ タ ー ン法(
フ レー タ ー法)に よ っ て修 正 す る(図5.3.2(d))。この 通 勤OD量 の
変 化 を就 業 者 の 仮 想 的 な勤 務 地 替 え 行 動 と して捉 え る。
ステヅフ。3)フ レー タ ー法 に よ っ て修 正 した 通 勤OD表(図5.3.2(d))に 住 宅 立 地
モ デ ル を適 用 し、 将 来 の通 勤OD表(図5.3.2(e))を 求 め る。 な お、
こ の住 み 替 え に お い て、 各 就 業 者 の 勤 務 地 は 変 わ らな い もの とす る。
以 上 の結 果、 地 価,通 勤 費用 等 の 立 地 条 件 が 変 化 す る の で、 そ れ を 次
期 の初 期 条 件 と してステッフ。1に戻 る。
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5-3-2業 務立地 モデ ル
(1)業 務立地 行動の定式化
第1段 階 ・ステッフ。1で用 いる業務 立地 モデルは、2-3-2で構築 した私 企業の行動 モ
デル に基づ くが、 ここでは予測精度の 向上を図 るため に事業所分布 の予測を介 さ
ないで 直接従 業者 分布 の予測 がで きるモデル構造 に変更 する。 また、 業種 ごとの
立地 行動 の類似性 を考慮 し、 業種 別にモデルを設定す る。 そ こで、2-3-2で構 築 し
・た2段 階構造 を修 正 し、 従業 者べ一スで捉 えた業務立地 行動 を次の ように定 式化
する。
【レベル1(利 潤最大化行動)の 定式化 】
私 企業 の生産関数 を対数線形 関数で仮定 し、 私企業 が任 意の業務地 に立地 した




た だ し 、
Zk、:合 成 財 生 産 量[円]
Ak」:業 務 地 需 要 量[m2]
Xk」:業 務 交 通 需 要 量[ト リッフ。]
Lk、:労 働 需 要 量[分]
旦kj:一 従 業 者 の 労 働 供 給 量[分/人]
qk:合 成 財 の 価 格(≡1)
Rj:業 務 地 地 価[円/m2]
p'、:交 通 費 用(物 の 輸 送 費 用)[円/ト リッフ。]
ρ 、:通 勤 費 用[円/ト リッフ。]
Wk」:従 業 者 の 賃 金 率[円/分]
t」:交 通 時 間[分/ト リッフ。]
α 臼～ α3:未 知 の パ ラ メ ー タ




ここで、 式(5.3.1)の最適化 問題 を解いて導か れる交通 需要関数 が一般 の交通 モデ
ルで用 い られてい るよ うな重 力モデル型の関数形 になるため には、 まず業務 交通
需要量 をXkjODのようにOD交 通 量の形 で設定す る必要 があ るが、 その ときの効
用 関数の特定化 が非常 に難 しい。 逆に、 効用 関数の特定化 な らび に重力 モデルの
誘 導が可能 であって も、 この作業 にどれほ どの統計学的重要 性が あるのか疑 問で
ある。 そこで、 本研究 では、 業務 立地 モデ ルに組み込 まれる業務 交通 需要量 は上
記 の ような単純形 と し、 交通需要 予測 に用 いる交通 モデ ルは重力 モデル型で別途
に特 定化 して推定 す る。 なお、 住宅立地 モデル におけ る自由交通 需要 量 につ いて
も同様 に取 り扱 う。












式(5.3.2.a)～式(5.3.2.d)を式(5.3.1.a)に代 入す る こ と に よ り、 私 企 業 の 利 潤 関




た だ し 、
αk=αrα1一 α2一 α3+α11nα1+α21nα2+α31nα3
+(α1+α2+α3)1nqk(5 .3.3.b)
【レベ ル2(エ ン トロピー最大化行動)の 定 式化 】
2-3-2で構 築 した私企業の行動 モデルは、 事業所 レベルの立地 行動 をモデル化 し
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たもので ある。 しか し、 一事 業所の利潤や 従業者数はその規 模によって異な り、
さ らにその規 模は 業種 に依存 しな いため、 従 業者分布 を予測 する際 に事 業所分布
の予測 を介す ると、 予測精度の低 下が懸 念 され る。 ここでは、 各 ゾー ンへの業務
立地 を従 業者べ 一スで捉 えるため に、 従 業者分布が私企 業グループのエ ントロピ
ー最 大化行動 の結 果 として配 分 される利潤 に比例す るもの と仮定 し、 その分布 状
態 を次の よう に定 式化 する。
1




Sk業 務 立 地 分 布 の エ ン ト ロ ピ ー
Pkj業 務 立 地 の 分 布 確 率
ω ラ ン ダ ム 誤 差 の 分 散 パ ラ メ ー タ
k,j業 種k,業 務 地 」
(5.3.4.a)
(5.3.4,b)









一 方、 各ゾー ン にお ける労働需給バ ランスは、 次 式で表 される。
Nk」 皇k、










k,j 業種k,業 務地 」















α4未 知 の パ ラ メー タ
(2)土 地 市場均 衡を考慮 した業務立地モデ ル
ー般 に、 土 地需要者や土地供給者の行動 は、 いずれ も独立 に存 在 し得 るもので
は な く、 土地 市場 にお いて相互 に影響 しなが ら顕在化す るもので ある。 そ して、
この 両者 の間 を媒介す るもの は地価(あ るいは地代)で ある と考 え られ る。 本研
究で は、 この ような土地市場均衡 を考慮 した立地モデ ル と して、2一補 で構築 した
立地 モデル を適用 し、 地価 を内生化 した業務 立地 モデルを構築す る。 なお、 デー
タ収 集上の問題 で、 土地 の価格 を地代 ではな く、 それが資本還 元 され た地価 で表
す が、 後 の便益計 測においては 『地価 ×10%=年間地代 』と して扱 う。
各 業務地 の土地 市場 に出現 する需要 量Djは、 立 地企業の需要 量 とその他の社会







SE,:業 務 地jの 社 会経 済 指 標
θ1,θ2:未 知 の パ ラ メ ー タ
こ こ で、 式(5・3・9)の右 辺 第2項 の 関数 型 に つ い て は簡 略 表 現 して あ り、 この 部分
の 土 地 需 要 量 は社 会 経 済 指 標 に比 例,地 価 に反 比 例 す る もの と仮 定 して い る。
土 地供 給 量Sjは 、 次 式 の よ うに 各 業 務地 の 供給 可 能 面 積K、 で与 え る。
Sj=K」(5.3.10)




式(5。3.2.b)と式(5.3.6)を式(5.3.11)に適 用 す る と、 業 務 地 地 価 関数 が 次 の よ う





θ3:未 知 の パ ラ メー タ
ー 方、 従 業 者 べ 一 ス で捉 え た業 務 立 地 量 は、 式(5.3.7)より次 式 で 与 え られ る。
Nkj=NkQk」[Rj】(5.3.13)
本 研 究 で は、 式(5.3.12)と式(5.3.13)の連 立 方 程 式 体 系 に よ り、 土 地 市 場 均 衡 を
考 慮 し た業 務 立 地 モ デ ル とす る。
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5-3-3住 宅立地 モデル
(1)住 宅 立地 行動の定式化
第1段 階 ・ステッフ。3で用い る住宅立地 モデ ルは、2-3-1で構 築 した世帯の 行動 モデ
ルに基づ く。 ここで、2-3-1で記述 した3段 階構造 にっ いて、 以下の ように具体的
に定 式化す る。
【レベル1(効 用 最大化行動)の 定式化 】
世帯の効用 関数 を線 形関数 で仮定 し、 勤務地hの 世帯が ゾー ンjに 居 住 した場







U」h:住 宅 立 地 に 関 す る 効 用
a」h:住 宅 地 需 要 量[m2]
見jh:労 働 供 給 量[分]
Sjh:余 暇 需 要 量[分]
Xjh:自 由 交 通 需 要 量[ト リッフ。]
Zjh:通 勤 交 通 需 要 量[ト リッフ。]
Zjh:合 成 財 需 要 量[円]
SEj:社 会 経 済 指 標
rj:住 宅 地 地 価[円/m2]
Pj:交 通 費 用(人 の 輸 送 費 用)[円/ト リッフ。]
p,:合 成 財 の 価 格(≡1)
tj:交 通 時 間[分/ト リッフ。]
τjh:通 勤 時 間[分/ト リッフo]
yh:資 産 所 得[円]
Wh:賃 金 率[円/分1





T:総 利 用 可 能 時 間[分]
α1～ α4:未 知 の パ ラ メ ー タ
h,」:勤 務 地h,居 住 地 」
こ こ で 、2-3-1で 述 べ た よ う に 、 労 働 時 間 馬hは 効 用 関 数 に 含 ま な い こ と と す る 。
式(5.3.14)の最 適 化 問 題 の 解 は 、 次 式 で 与 え ら れ る 。
α1yh+w・T-9
ajド=・(5。3.15.a)
α1十 α2十 α3十 α4十 α5rj
α2yh+w・T-9
Sjh・='(5.3.15,b)
α 汁 α2十 α3十 α4十 α5Wh
α3yh十WhT-9
x」h'=・(5.3.15.c)
α1十 α2十 α3十 α4十 α5Pj十Whtj
α4yh十WhT-9
λ=jh9=。(5.3.15.d)
α1十 α2十 α3十 α4十 α5τjh
α5yh+WhT-9
Zjh.=・(5.3.15.e)
α1十 α2十 α3十 α4十 α5Pz
見jh'=T一 τjhκjh'-sjh--tjxjド(5.3.15.f)
こ こ で 、 第2章 で 述 べ た よ う に 、Zjh≡2[ト リッフ。/日 】と 定 義 す る 。 ま た 、 式(5.3
.15.a)～(5.3.15.e)の需 要 関 数 を 式(5.3.14.a)に代 入 す る こ と に よ り、 世 帯 の 間
接 効 用 関 数 が 得 ら れ 、 次 式 で 与 え ら れ る 。




-(α1+α 、+α 、+α ・+α ・)ln[α・+α・+α ・+α ・+α ・]
+(αt+α2+α3+α4+α5)ln[yh+WhT-g](5.3.16.b)
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【レベ ル2(住 み替 える場合の 立地選択 行動)の 定 式化 】
世帯の住 み替え便益 を現住地iと 住 み替 え代替案jの 立地 効用 の差 で与え、 次
の ように定 義する。
V」,ih8≡Vjh-Vih,(j≠i) (5.3.17)
こ こ で、 式(5.3.16.a)の右 辺 第1項(αh),第3項(一 α21nwh),お よび 第6
項(一 α51np.)は 、 どの 居 住 地 に つ い て も 同 じ値 で あ る ため、 式(5.3.17)にお い
て 消 去 さ れ る。 した が っ て、 式(5.3.17)で住 み 替 え便 益 を 定 義 す る限 り にお いて
は、 式(5.3.16.a)と次 式 は 同値 で あ る。
Vjh≡ 一αdnrj一 α21n[p」+whtj]一 α31nτjh+α41nSEj (5.3.18)
そ して、 ランダム効用 理論 に従 って、 世帯 の住 み替 える場合 の立地選択 行動 を次

















ゾー ンjに 住宅立地す る場合 の便 益
ゾー ン 」に住宅立地す る場合 の確率
誤差項 の分散パ ラメータ
居住地i,勤 務地h,住 み替 える場合B
【レベル3(住 み替 え行動)の 定 式化 】
住 み替 えな い場合 の効用 は現住 地の立地効用 と住 み替 えに対す る閾値 で与 え、
一方、 住み替 える場 合の効用 は住み替え代替案 集合 か ら得 られ る最 大期待効用 で
与 え、 そ れぞ れ次 の ように定 義す る。
Vq.ih≡ …Vi.ihB十 δ (5.3.20.a)
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1
VB,由 ≡ 一一lnΣ ヒexpω2Vk.lh9,
ω2







住 み替え ない場 合Aの 効 用
住 み替え る場合Bの 効用
レベル2の 住 み替えに関す る間接効用 関数
住 み替 えに対す る閾値
居 住地i,勤 務 地h
(5.3.20.b)
そ して、 ランダム効用 理論 に従 って、 世帯 の住 み替 え行動 を次の ようにLogitモデ











住 み替えな い場合Aの 確率
住 み替え る場合Bの 確率
誤 差項の分 散パ ラメータ
居住 地i,勤 務地hの 世帯
(5.3.21.a)
(5.3.21.b)
し た が っ て 、 式(5.3.19)お よ び 式(5.3.21)よ り、








居住 地i・ 勤務地hの 世帯 がゾー ンjに 住宅立地す る確率
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(2)土 地 市場均 衡 を考慮 した住宅立地 モデル
業 務立地 モデル と同様に、 土地市場均衡 を考 慮 した住宅立地 モデ ルを構築す る。
この とき、 各居住 地の土地市場に出現 す る需要 量D,は 立地 世帯 の需要量 とその他
の社 会経 済活動の 需要量の合 計で与え、 一方、 供給 量S、は各居住地 の供給 可能面



















本 研 究 で は、 式(5・3・24・a)と式(5・3・24.b)の連 立 方 程 式体 系 に よ り、 土 地 市場 を
考 慮 した住 宅 立 地 モデ ル とす る。
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5-3-4交 通 モデ ル


























ゾ ー ン0の 発 生 交 通 量(交 通 需 要 量)
ゾ ー ンDの 集 中交 通 量(〃)
ゾ ー ンOD間 の分 布 交 通 量(!ノ)
(ΣDXDoD=XGo,ΣoXDoD=XAD)
t。D:ゾ ー ンOD間 の交 通 時 間
Y1.:各 ゾー ンの 夜 間人 口
Y2.:各 ゾー ンの 第3次 産 業 従 業 者 数
α6～ α2,β3～ β2,γ 巴～ γ2:未 知 の パ ラ メ ー タ
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5-4社 会経済 モデルの推定
5-4-1業 務 立地 モデルの推定
(1)総 従業者数 予測 モデルの推定
5-3-2で述べた業務 立地 モデルを運用す る際、 各 業種 の総従業者 数 を外 生変数 と
して与え る必要が ある。 この推定 方法 と して1/0分 析 による方法等が挙 げ られ
るが、 ここで検討 するプロジェ ク トが岐阜都 市圏の総従業者 数を大 き く変化 させ




丁 予 測 年[西 暦 年]
αa,α1:未 知 の パ ラ メ ー タ
(5.4.1)
こ こ で、4回 の 国 勢 調 査(1970～1985)のデ ー タ を用 い て、 式(5.4.1)の総 従 業 者 数
予 測 モ デ ル を推 定 した(表5.4.1)。 推 定 結 果 よ り、 農 林 水 産 業 と鉱 業 にお い て 減
少 傾 向 が み られ る。 公 務 にお い て も減 少傾 向 が み ら れ る が、 推 定 パ ラ メ ー タ の 統
計 的 信 頼 性 が 低 い。 な お、2000年以降 は 一定 値 と した。
(2)業 務 立 地 モ デ ル の推 定
式(5.3.8.b)で与 え られ る業 務 立 地 モ デ ル は式(5.3.2.d)の代 入 に よ り非 線 形 関
数 とな り、 モデ ル の推 定 作 業 が複 雑 に な る。 そ こで、Taylor展開 に よ り線 形 関 数




た だ し 、














都 心(岐 阜市)ダ ミー変 数
未知のパ ラメー タ
こ こ で、 国 勢 調 査(1985)等の デ ー タを 用 い て、 式(5.4.2)の業 務 立 地 モデ ル を推 定
した(表5.4.2)。 推 定結 果 よ り、 農 林 水 産 業 と鉱 業 を除 くす べ て の 業 種 にお い て
都 心 へ 集 中 す る傾 向 が み られ る。 た だ し、 この2業 種 の モデ ルの 予 測 精 度 は 特 に
低 い。 な お、 式(5.4.2.b)の利 潤 関数nk」 は、 式(5.3.3.a)におい てqk≡1と した
も の で あ る。
(3)業 務地地価 関数 の推定
地 価の時系 列予測 に対す る信頼 性(精 度)を 上 げるために、 式(5.3.12)の業務
地 地価関数 に物価 変動等 の総合 的指標 としての時間変数 を組 み込 み、 次 のような








こ こ で、14年 間 の 公 示 地 価(1975～1988)等の デ ー タ を用 い て、 式(5.4.3)の地 価 関
数 を推 定 した(表5.4.3)。
5-4-2住 宅 立 地 モ デ ル の推 定
(1)効 用 関 数 の 推 定
式(5.3.18)および 式(5.3.20)で表 され る効 用 関 数 の 推 定 結 果 は、 表5.4.4。a～表
5.4.4.bに示 す と お りで あ る。 推 定 結 果 よ り、0≦1/ω2≦1で あ る こ とが わ か る
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が、 この こ とは5-3-1で構 築 した 住 み替 え 行 動 の 意 思 決定 ツ リー 構造 が 正 しい こ と
を 示 して い る。 な お、 住 宅 立 地 モ デ ルの 推 定 に は住 宅 需 要 実 態 調 査(1983)等の デ
ー タ を用 い た。
(2)住 宅地地価 関数の推定
業務地地価 関数 と同様 に、 住宅地地 価関数 に物価 変動等 の総合的指 標 としての






θ2t未 知 の パ ラ メ ー タ
(5.4.4)
こ こ で も業 務 地 地 価 関 数 と同様 に、14年 間 の 公 示 地 価(1975～1988)等の デ ー タ を
用 い て、 式(5.4.4)の地価 関 数 を 推 定 した(表5.4.5)。 この 推 定 結 果 は、 パ ラ メ
ー タ θ1と θ1tの推 定 値 に 対 す る統 計 的 信頼 性 が低 か っ たの で、 これ らを 除 いて 再
推 定 した結 果 で あ る。
5-4-3交 通 モ デ ル の推 定
式(5.3.25.a)～式(5.3.25.c)で表 され る交 通 モ デ ル の 推 定 結 果 は、 表5.4.6.a～
表5.4.6.cに示 す とお りで あ る。 なお、 交 通 モ デ ル の 推 定 に は、 第2回 中 京 都 市 圏
パ ー ソ ン トリ ップ 調 査(1981)等の デー タを 用 い た。
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注)()内 の数 値 はt値
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表5.4.2 業務立 地 モデルの推 定結果
農林
水産業






































































































































































相関係数 0,793 0,663 0,650 0,738 0,795
注)()内 の数値 はt値
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表5.4.4.a効 用 関 数 の推 定 結 果(レ ベ ル2)
説 明 変 数
αi ln[住 宅 地 地 価[円/m2]] 0,514
(3.149)
α2 ln[交通 費用+賃金率*交通時 間[円]] 0,734
(2.074)
α3 ln[通勤 交通 時間[分1] 2,730
(2.485)
α4(1) ln[世帯 数 〔戸]] 1,316
(2.122)
α4(2) ln[サー ビス業 の事 業所 数[個]] 1,554
(2.673)
相関係数 0,924
注)()内 の 数 値 はt値
表5.4.4.b効 用 関 数 の 推 定 結 果(レ ベ ル3)
注)()内 の 数 値 はt値







表5.4.6.a交 通 モデ ル の推 定 結 果(発 生 交 通 量)































相関係数 0,991 ・・995}・ ・9761・ ・99・ 0,982
注)()内 の数値 はt値
表5.4.6.b交通 モデ ルの推定結果(集 中交 通量)































相関係数 0,976 0,986 0,971 0,994 0,976
注)()内 の数 値 はt値
表5.4.6.c交 通 モデ ルの 推 定 結 果(分 布 交 通 量)































相関係数 0,934 0,902 0,897 0,969 0,939
注)()内 の数値 は 七値
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5-5社 会経済 モデルの予測 精度
この ケース ・ス タデ ィでは、5年 間 を1期 と して、1990年か ら2030年(岐阜環
状線 全線 開通後30年)ま で毎期の プロジェク ト有無 両場合 の社 会経 済状 態を予測
す る。 本節で は これに先立ち、5-4で推定 した社会経済 モデルの 予測精 度を検 討す
る(表5.5.1)。
表5.5.1に示 した1985年の実 測値 と予測値 の相関係数 より、 鉱 業の従業者数 と住
宅地 地価 の予測 において信頼 性が低いが、 全体 的には十 分な予測 精度であ為 こと
がわか る。 なお、1985年の社 会経済状態(通 勤OD量,地 価等)の 予測 には1980
年の社 会経済状態 が もとにな っている。 また、 従業者数 は業務立地 モデ ルか ら業





農林水産業 0,821 通勤OD量 1,OOO
鉱 業 O,704 iゾーン内通勤 を除 く 0,987
建設業 0,969 地 価
製造業 0,888 業務地 0,901
住宅地 0,739電気ガス水道業 0,973
運輸通信業 0,941
注)相 関係数 とは1985年の実測値 と








岐 阜 環 状 線 建 設 の プ ロ ジ ェ ク トライ フを 全 線 開通 後30年間 と仮 定 し、 第4章 で
構 築 した便 益 計測 モ デ ル を用 い て、 部 分 的 供 用 開始 の1985年か らプ ロ ジ ェ ク トラ
イフ 終 了 の2030年まで の 間 に 発 生 す る 便 益 を計 測 し、 そ の 結 果 を1985年現 在 価 値
換 算(社 会 的 割 引 率5%)し て 帰 着便 益 連 関 表 に ま とめ る(表5。6.1)。 な お、 岐
阜 環 状 線 は 主要 地 方 道(通 行 料 不 要)で あ る た め、 第4章 で 作 成 した帰 着 便 益 連
関 表(表4。4.1)は 表5.6.1のよ う に簡 単 化 さ れ る。 また、 こ の便 益 計 測 はwith
andwithout分析 に基 づ いて い る ため、 こ こ で プ ロ ジ ェ ク ト無 の 状 態 を1985年の
交 通 サ ー ビス レベ ルで 定 義 す る。 そ して、5-4で推 定 した 社 会 経 済 モ デ ル に よ りプ
ロ ジ ェ ク ト有 無 両 場 合 の 社 会 経 済 状 態 を予 測 し、 こ の値 を便 益計 測 モデ ル の 入 力
デ ー タ とす る。
表5.6.1より、 当該 プ ロ ジ ェ ク トの社 会 的 純 便 益 は18億円、 費 用 便 益 比 は1.03で
あ る こ とが わ か る。 こ の数 値 は 当該 プ ロ ジ ェ ク トが 社 会 的 効 率性 の 基 準 を 一 応 ク
リア して い る こ と を示 して い る が、 非 常 に ク リテ ィカ ル な状 況 で あ る た め、 さ ら
に リス ク分 析 の実 施 が 必要 とな り、 そ の結 果 が 重 要 な判 断 材 料 に な る で あ ろ う。
各 部 門 の 帰 着 便 益 の シ ェ ア に つ い て は、 世 帯 が8.2%(4.6/56.2)、私 企 業 が3.7%
(2,1/56.2)、不 在 地 主 が71.5%(40.2/56.2)とい う具 合 い に、 部 門 間 に大 き な 差 が
み られ る。 ま た、 世 帯 便 益 の79.8%(23.7/29.7)と私 企 業 便 益 の87.5%(23.2/26.5)
が 不 在 地 主 便 益 に 移 転 す る が、 不 在地 主 は 帰 着 便 益 の14.3%(6.7/46.9)を固定 資産
税 と して還 元 す る にす ぎな い。 したが っ て、 社 会 的 公 平 性 の 観 点 よ り、 当該 プ ロ
ジ ェ ク トは 開 発利 益 還 元 等 の 財 源 政 策 と併 せ て 実施 す べ き で あ ろ う。
一 方、 当 該 プ ロ ジ ェ ク トに よ る帰 着 便 益 を地 域別 ・部 門別 に ま とめ た もの が、
図5.6.1であ る。 まず、 世 帯 便 益 に つ い て み る と、1,8,12の3ゾ ー ン のみ にお
いて 正 の 便 益 が 帰 着 して い る。 こ れ は、 当 該 プ ロ ジ ェ ク トの 主 な効 果 が 岐 阜 市 に
対 す る 南 北 方 向 の交 通 時 間 の短 縮 で あ る こ と に よ る も の と考 え られ る。 プ ロ ジ ェ
ク トが 実 施 さ れ た岐 阜 市 に 着 目す る と、 住 宅 地 に お ける 不 在 地 主 便 益 の シェ アが
31.1%(6.8/21.9)であ り、 全 体 的 にみ た場 合 の71.5%(40.2/562)に比 べ て低 い こ
とが わ か る。 これ は、 岐 阜 市 が 比 較 的closedcityで あ る こ と を示 して い る。 こ
こ で、 プ ロ ジ ェ ク トに よ る便 益 の 地 価 へ の帰 着 割 合 は都 市 のsmall-open度に 依 存
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し・ 都 市 が 完 全 にsmall-openであ る場 合 に は 便 益 は す べ て地 価 に帰 着 す る と いわ
れ て い る[PolinskyandShavell(1976)](small-openとは、 プ ロ ジ ェ ク トに よ
る イ ンパ ク トを 直 接 受 け る地 域 が そ う で な い地 域 に比 べ て 小規 模(smal1)で、 かっ
地 域 間 の 人 口移 動 が 自 由(。pen)であ る こ とを 意 味 す る) 。 しか し、 現 実 の都 市 は
sma11嘱openとlarge-closedの中間 に あ る た め、 プ ロ ジ ェ ク トに よ る便 益 の 一 部 が
地 価 に帰 属 し、 残 りは 利用 者 便 益 とな る。
次 に・ 私 企 業 便 益 につ い て み る と、 世 帯 便 益 の場 合 と は全 く異 な り、 ゾ_ン1
を除 くす べ て の ゾ ー ン にお い て 正 の便 益 が 帰 着 して い る。 ま た、 業 務 地 にお ける
不 在 地 主 便 益 は ゾ ー ン1の み にお いて 正 で あ る。 プ ロジ ヱ ク トが 実 施 され た 岐阜
市 に お け る不 在 地 主 便 益 の シ ェア は627.4%(126.1/20.1)であ り、 この こ とは プ ロ
ジ ェ ク トに よ る業 務 地 地価 変 動 が 敏感 で あ る こ と を示 して い る。 した が って、 開
発 利 益 還 元 方 策 を 考 え る際、 業 務 地地 価 の 還 元 割 合 を高 く、 住 宅 地 地 価 の還 元 割
合 を 低 く す る の が 公 平 で あ る とい え る。
表5.6.1帰着便 益連関表(部 門別 ・項 目別帰 着便 益)
部 門
項 目
世 帯 私企業 不在地主 政 府 合 計
道路改善便益 29.7 26.5 56.2
土地資産便益 一23.7 一23.2 46.9 0.0
税
金
ガソ リン税 一1 .4 一1 .2
9.3 0.0
固定資産税 一6 .7
プ ロジェ ク ト費用 一54.4 一54.4
合 計 4.6 2.1 ・・.21-45.1 1.8































現在、 わが国 で効果 的な開発利 益還 元シス テムが確立 されていないこ との原 因
と して、 開発 利益 の① 概念規 定の 問題,② 発生時点の特定化の問題,③ 受益者,
受益地域,受 益規模 の特定 化 の問題,等 が挙 げ られ るが、 本章で は特 に③の問題
の解決 を 目的 と して、 第4章 で構 築 した交 通便益計測 モデル を用 いて交通プ ロジ
ェク トの地域 別 ・部 門別 ・項 目別帰着便益 の計測例 を示 した。
モデルの運 用 に際 し、 特 に社会経済 モデル については、 操作上の容易性 とい う
観点 か ら理論モ デル[第2章 で構築]に 対 して修正 を加え たが、 予測精度の面で
十分 な成 果を得 た。 しか し、 住 み替 えODデ ー タと通勤ODデ ー タとの間に整合
性が保 たれて いない というようなデータ整備 上の問題を考慮する と、 この予 測精
度が社 会経済状態 の長期予測 に対 して どれほ どの信頼性を保証 して くれ るのかが
問題 であ る。
本研 究で構築 した交通便益計測 モデルの適用結 果 より、 交通プ ロジェク トによ
る地域別 ・部門別 ・項 目別の帰着便益 を明 示す ることがで き、 上記③ の問題 の解
決 に一歩前進 した ことになる。 しか し、 地域 ・部門 ・項 目の特定化は現在の とこ
ろ分析 者の判断 に頼 らざるを得ず、 このこ とはプロ ジェク ト評価基準の偏 りにつ
ながる恐 れが ある ため、 これ らの客観 的な特定方法の確立が望 まれる。
一 方、 ケー ス ・スタディよ り、 ここで取 り上 げた岐阜環状線建設 プロジェク ト
に よる便益の 不在地主 への帰 着割 合が他 の部門(世 帯,私 企業,政 府)の そ れに
比べ て非常 に大 きいこ と、 また、 当該 プロ ジェク トによる業務地 の地価 変動 が住
宅地 のそ れよ りも敏感 である こと等が明 らか になった。 この こと より、 社会 的 に
公平な開発利 益還 元方策を考 え る際、 不在地主 の還 元割合 を全部 門の中で最 も高
くす るこ と、 さらに、 その内訳 と して住宅地地価 よ りも業務 地地 価の還 元割合 を
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社 会基 盤整 備等 の公 共事業 による開発利 益の受益者,受 益地域,受 益規模 を特
定 す るこ とは・ 財源調 達問題 にかかわ る開発利益還 元 システムの確立に対 して非
常に有用 である・ 本研 究では・ 交通 プロジェク トを例に、 それ ら(開 発利益 の受
益者・ 受 益地域・ 受益 規模)を 特定で きるよ うな便 益計測 モデルを構築 した。 モ
デル構 築 に際 して は、
① ランダム効 用理論 お よび多地域一般均衡理論 に基づ く社 会経済 モデルの構築
②等 価 的偏 差の概念 のラ ンダム効用 への適用 による便益定 義の提案
③① の社会経 済 モデル と② の便 益定義 に基 づ く便益計測 モデル の構築
の手 順で ランダム効用理論 に よる交通便益計測 モデ ルを構築 した。 ここで、 経済
学の分 野 では個 人の効用 に誤 差を考慮 した 「ランダム効用 」その もの を認めな い
とい う感 があ り、 これ までの便益の定 義お よびその計測 モデルの ほとん どが確定
効用 に基づ いてい るため、 経 済主体 にお ける価値観の多様性等を考慮 したランダ
ム効用 理論 に よる交通便益計 測モデルの構 築 は新 しい試み である。 さらに、 この
交通便 益計測 モデ ルよ り、 経 済主体 間の交通便益の発生→帰着構造を明示す る帰
着便益 連関表 を誘導 した。
本研 究の結論 と して得 られた成果 を以下 にまとめ る。
【第2章 交通 プ ロジェク ト効果分析 のための社会経済 モデル】
第2章 では、 交通便 益計測 モデルの基礎 とな る社会経済 モデル を構築 した。 モ
デ ル構 築 に際 して は、 交通 プロジ ェク トの直接効果 のみ な らず波及効果 をも分析
で きる ようにす るため に多地域 一般均衡理 論 に基づ き、 便益計測手法 と して確 立
され てい る等価 的偏差 の概念 を応用 できる ようにす るために消費者行動 に対 して
効 用理論 を適用 し、 特定 の消 費者 行動(世 帯 と私企業 の行動)に 対 してはラ ンダ
ム性 を含 んだ現 実的な行動 を表現 するため にランダム効用理論 を用 いた。 この よ
うな社 会経済 モデルを構築 し、 さ らに本モデル と整合 した交通便 益計測 モデルを
構 築す る ことに よ り、 経済主体 における価 値観の多様性 や不完全情報 下での行動
を考 慮 し、 交通 プ ロジェク トの直接便 益のみな らず 波及便 益をも計測 で きる よう
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にな る。
社 会は5部 門(世 帯,私 企業,不 在 地主,交 通企業,政 府)と3市 場(土 地 市
場,労 働 市場,合 成財 市場)で 構成 される もの と仮定 し、 次 の行動原 理
・世 帯:時 間制約 および所得 制約 の下での効用最大化行 動を原則 とする。 な
お、 立地選択行動 はランダム効用 理論 に基づ く。
・私 企 業:生 産技術 制約の下で の利潤最 大化 行動を原則 とする。 なお、 立地選
択行動 はランダム効用理論 に基づ く。
・不在地 主:所 得制約 および土地供給制約 の下での効 用最大化行 動を原則 とす る。
なお、 立地選択 は確定 されている。
・交通企 業:交 通利用者か らの収 入を も とに交通プ ロジェク トへ の投資 行動 を原
則 とす る。
・政 府:各 部門か らの税収を もとに交通企 業へ の補 助行動 を原 則 とす る。
な らび に3市 場の均衡条件,私 企業の利潤配分 条件,交 通企 業の収 支条件,政 府
の収支条件 に基づ いて社会経済活動をモデ ル化 した。
ここで構 築 した社会経済モデル に対 して次 の ような課 題が残 されて いる。 すな
わち、 社 会経 済モデ ルは全体 と しては静的 であるため、 社会経済 変化 を分析 する
際 にはプロジ ェク トによる新 たな均衡状態へ の移行 が瞬時 になされて しまうが、
現実 には物価 上昇,資 産価値上昇等は プロジェ ク トの実施か ら任 意の タイム ラグ
をお いて経 年的 に発生 するもので あると考 え られるので、 モデル構築 に際 しては
時間軸 を考慮 して動学化 を図 る必要が ある。 また、 本研究の プロ ジェク ト便 益計
測がwithandwithout分析 に基づ いて いる ことか ら[第4章 を参照]、 モデ ル
の動学化 は便益の動 的計測 につな がるもの と考 えられ る。
【第3章 ラ ンダム効用理論 による交通便 益定 義 】
第3章 では、 交通 プ ロジェク トによる便 益を地域分割 され た都 市空間 にお ける
立地 主体 の効用の変化 か ら計測す るための準備段階 として、 ランダム効用理 論の
フ レーム ワー クで便 益定義 を4種 類(平 均 効用 を用 いた交通便益定 義1,同2,
中間効用 を用 いた交通 便益定 義,最 大 期待 効用 を用 いた交通便益定 義)提 案 し、
これ らの理論的妥 当性 について比 較検 討 した。 これにつ いて、 世 帯効用 をラ ンダ
ム効用 で仮定 しても 「個々の世帯 」の立地行動 が確 定的 であ ること等 を考慮 し、
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その結果、 最 大期 待効用 を用 いた交通 便益定 義が交通 プロジェク トによる便 益と
して適切 である ことを示 した。
本研 究の理 論展 開 において簡単化の ために2都 市 モデルに7っ の仮定 をおいた
が、 特 に仮定[世 帯 の住み替 え費用 はゼ ロであ る1お よび仮定[2つ の都市の総
人 口は一定で ある]の2仮 定 は非 現実 的であ るため、 本理論 を一般 的 に拡張 する
際 には これらによる影響 につ いて検討 す る必要 がある。 仮定[世 帯の住み替 え費
用 はゼ ロである]が 成 立 しない場 合、 世帯の住 み替 え行動 にブ レーキがかか り、
住 み替 え量 が減少す る。 しか し、 住み替 え費用 を所 得 に組み込み、 前述の便益定
義 に従 って交通便益 を定義 す ると、 当該費用 の有無 に関係 なく同 じ交通便益計測
モデ ルが誘導 される ことが示 され る。
一 方、 仮定[2つ の都市の総人 口は一定 であ る ユが成 立 しない場合、 すなわち
都 市圏内外の 交流(人 口の流 出入)が ある場合 には、 立地均衡条件 式の不成 立 よ
り、 本理論が成 立 しな くなる。 この とき、 立地均衡 条件 式に先立ち、 都市圏内の
交通サ ー ビス レベ ルを説明 変数 と した総人 口供給 関数、 お よび総 人 口と交通サー
ビス レベルを説明変数 とした均衡効用 レベ ル関数(総 人 口需要関数の逆関数)を
設定 す ることによ り、 この問題 に対処 できるもの と考え られる。 したがって、 こ
れ らの仮定 は本理 論を本質的 に覆す ものではな いといえる。
【第4章 ラ ンダム効用理論 に よる交通便益計測 モデル 】
第4章 で構 築 した交 通便益 計測 モデ ルは、 交 通プ ロジェク トによる社 会経済変
化予測 と便益計測 を整合的 に行 うことを目的 と し、 一般均衡理論 に基づ いた社 会
経済 モデ ル[第2章 で構築]と ラ ンダム効 用理論 による交 通便益定 義[第3章 で
提 案]に 基づ いて いる。 したがって、 一般 均衡理論 に基づいてい ることより、 交
通プ ロジ ェク トの 直接 効果 のみな らず波及効果 をも含ん だ形 で便 益 を計測す るこ
とが でき る。
本 モデ ルに対 して シ ョー トカッ ト法 を適用 す るこ とよ り、 交通 プ ロジェク トの
社会 的純 便益 を計 測す る際 には交通市 場の情報(交 通サー ビスレベ ルや交通需要
量 の変化)の みが必要 とな り、 迅 速かつ効率的 に便 益計測 を行 うこ とが できる。
なお、 モデル構築 の過程 で、 便 益の シ ョー トカ ッ ト計測 を証 明す るためにGorman
型効用 関数を仮定 して理論展 開 したが、Gorman型以外 の効用 関数 に対 して も同様
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の結 論が導か れるもの と予想 される。 また、Tayl。r展開 の2次 近似 型お よび3次
近 似型 を誘導 して消費者余剰型へ の近似度 合を示 したが、 これ らの近 似型 に含 ま
れる3次 以上の微 係数部分は全体 の便益 に対 して無視 できるほ ど小 さい ことが数
値計 算例 よ り推測 され るので、 そ れ以上 の高次近似の必要性 はな いもの と判断 さ
れる。
一方、 本 モデルを展 開 し、 交通 プロジェク トに よる地域別 ・部門別 ・項 目別の
帰 着便益 を一 覧表(帰 着便 益連関表)に ま とめた。 本表 の表 示内容(地 域別 ・部
門別 ・項 目別 の帰 着便益)よ り、 交通 プロジェ ク トの社会的効 率性 ・公平性 の判
定が容易 であ り、 同時 に、 交通 プロジェク トの財源調達 問題 にかか わる開発 利益
還元 システム の確 立 に対 して重要 な情報が得 られる。
【第5章 交通 プ ロジェク トの便益計測例 】
現在、 わが 国で効 果的な開発利 益還元 システムが確立 されてい ないこ との原 因
と して、 開発利 益の①概念規定の 問題,② 発 生時点の特定化 の問題,③ 受益者,
受益地域,受 益規模 の特定化の問題,等 が挙 げ られ るが、 第5章 で は特 に③ の問
題の解決 を 目的 と して、 第4章 で構築 した交通便益計測 モデル を用 いて交通 プロ
ジェク トの地 域別 ・部 門別 ・項 目別 帰着便 益の計測例 を示 した。
モデルの運 用 に際 し、 特 に社会経済 モデル にっ いては、 操 作上 の容易性 という
観 点か ら理論 モデ ル[第2章 で構 築]に 対 して修正 を加 えたが、 予測 精度の面 で
十分 な成 果を得た。 しか し、 住 み替えODデ ー タ と通 勤ODデ ー タとの 間に整 合
性 が保 たれて いな い というよ うなデー タ整備上 の問題を考慮す る と、 この予測精
度 が社 会経済状態 の長期予測 に対 して どれ ほ どの信 頼性 を保証 して くれ るのかが
問題 で ある。
本研究 で構 築 した交通便 益計測 モデ ルの適用結 果 よ り、 交通プ ロジ ェク トによ
る地 域別 ・部 門別 ・項 目別 の帰着便益 を明 示す るこ とができ、 上記③ の 問題 の解
決 に一歩前進 した ことになる。 しか し、 地域 ・部門 ・項 目の特定化 は現 在の とこ
ろ分析者 の判 断に頼 らざるを得ず、 このこ とは プロ ジェ ク ト評価 基準の 偏 りにつ
なが る恐 れがあるため、 これ らの 客観 的な特定方法 の確立が望 まれる。
一 方、 ケース ・スタディよ り、 ここで取 り上 げた岐阜環状線建 設 プ ロジェク ト
による便 益の不在地主 への帰 着割 合が他の部 門(世 帯,私 企 業,政 府)の それに
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比 べて非常 に大 きいこ と、 また、 当該 プロジェ ク トに よる業務地の地価変動 が住
宅地 の それよ りも敏感 である こと等が明 らかになった。 この ことより、 社会的に
公平な開 発利 益還 元方 策を考 える際、 不在地 主の還元割合 を全部門の中 で最 も高
くす るこ と、 さらに、 その内訳 と して住宅 地地価 よりも業務地地価の還 元割合を
高 くす る ことが望 まれ る。
1990年、 わが 国ではバブル経済 の崩 壊に よ り大都市圏 の地 価上 昇にブ レーキが
かか り始 めた とはい うものの、 実 需要 まで は崩壊せ ず、 土地 には相変 わ らずの 高
値 が付 い ている。 したがって、 社 会基盤整備等 の公共事 業の財源 不足問題は今後
も続 くこ とが予想 され、 この状況 にお いて開発利益還 元方策の検 討は依 然 として
国土計画 上の重要課題 に位 置づ け られ るで あろ う。 本研 究で構築 した交通便 益計
測 モデル は、 特 に 「動 的計測 」という点において課 題が残 されて いるが、 この よ
うな時代 背景 において財源調達問題 にかかわ る開発利益還元 シス テムの確立 に対
して非 常 に有用 であ り、 その結果、 国民経 済的 には優良で あって も財源 問題で実




本論 文 を結 ぶ にあた り、 本研究 の遂 行に際 してご指導 ・ご協力を賜 っ た方々 に
感謝 の意 を表 したい。
岐阜 大学工学部教授 森 杉壽芳 先生,岐 阜大学学長 加藤 晃 先生,岐 阜 大学
エ学部 教授 宮城俊彦 先生 には、 著者 の学生時代か ら今 日に至る まで一貫 して ご
指導 を賜 った。 森杉 先生 には、 本研究 の基礎を なす経済理論 か ら論 文の書き方 ま
でご指 導 ・ご鞭燵 を賜 り、 先生 な くして本論文の完成 は有 り得 なかった。加 藤先
生 には、 重職 に就 かれ た後 も変 わ らず私生 活 まで ご助言 を賜 り、 本論文 の作成 過
程 において も大 きな心 の支え となった。 宮城先生 には、 著者 の卒業論文 ・修 士論
文 よ りご指導 を賜 り、 本論文 の作成 に際 して も独創的 ・先見 的な コメン トを賜 っ
た。 そ して、 時 と して深夜 に及ぶ森杉 ・宮 城両先生 との討論 を通 じて、 研究者 と
して の素養 と姿勢 を学 ばせて いただいた。 ここに深甚な る感謝の意 を表 したい。
京都 大学工学部教授 吉川和広 先生 には、 本論文の細部 に至 るまでの数 多 くの
ご教示 のみな らず、 本論文の取 りまとめに対 して多大な ご尽力を賜 った。 また、
京都大 学工学部教授 飯田恭敬 先生,京 都 大学防災研究所教授 岡田憲 夫 先生 に
も、 本論 文 に対 して数 多 くの有益 なご助言 ・ご示唆 を賜 った。 ここに心 より感謝
の意 を表 した い。
名古屋 大学工学部教 授 河上省吾 先生 を中心 とす る交通問題研 究会 の諸先生、
な らび に京都 大学経済 学部教 授 山田浩 之 先生を中心 とす る日本交通政 策研 究会
の諸先 生 には、 研究 会 において数 多くの貴 重な コメ ン トを賜 った。 また、 岐阜 大
学工学部 助教授 湯浅 晶 先生,同 助教授 東海 明宏 先生,同 助教授 清水英 範
先生,同 助手 片 田敏 孝 先生 には、 研究室 での討論 を通 じて数多 くの有 益な ご助
言を賜 る とともに、 著者の研 究活動 に多大 な ご協力 を賜 った。 こ こに深 く感謝 の
意を表 したい。
最後 に、 本研究 のために貴 重な資料 のご提供 を賜 った建設省 中部地 方建設 局道
路部,岐 阜県 企画部,岐 阜市 都市計画部の各位、 な らび に、 資料収集や 計算作 業
にお いて惜 しみ ないご協力を賜っ た岐阜大 学工学部土木計画学研 究室の学生諸 君
(現在OB)に も、 厚 く御礼 申 し上 げる次 第である。

